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1　は　じ　め　に
　西ドイツでは，とくに1980年代後半に入って「労働の人間化」（Humanisierung　der　Arbeit）の
議論は，新たな局面を迎え，再び大きくクローズアップされ，多くの議論と関心を集めてきてい
る。
　これは，最初は80年代に本格的に展開されるところとなったME（マイクロ・エレクトロニクス）
技術革新を契機として，さらにはとりわけ自動車産業を中心として企業によって押し進められよ
うとしている生産システムの「日本化」（Japanisierung，　Japanization）戦略の展開を契機として，
これまで生産システム合理化の支配的論理を提供してきたフォーディズム（F・rdismus）ないしテ
イラーリズム（Taylorismus）を越える「明白な構造的変革」が労働の場で生じつつあり，これが
従来の労使関係の枠組み自体をも大きく動揺させようとしているからにほかならない。
　西ドイツでは，この動向は，現在「労働の人間化」の論議と結び付いて「職場の共同決定」
（Mitbestimmung　am　Arbeitsplatz），「集団労働」（Gruppenarbeit）ないし「チーム構想」（Teamkon一
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zept），さらには「新しい生産構想」（die　neuen　Pr・dukti・nsk・nzepte）といった「新しい作業組織」
（Neue　Arbeitsstrukturen）の問題として論じられている。
　この議論の契機をなしたのは，ケルン（H．Kern）とシューマソ（M．　Schumann）の2人の社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω学者によって提起されてきた「新しい生産構想」であった。かれらは，西ドイツ産業の三大中核
工業部門，すなわち自動車・工作機械・化学産業を中心とした実態調査を基礎として，フレキシ
ブルME技術の導入を柱とする生産過程の「現代化」（Modernisierung）が，一方で大規模な職場
破壊を伴いながらも，その自動化・システム複雑性の増大に伴い，「生きた労働」をテイラーリズ
ム的な伝統において生産の「障壁」（Schranke）・「撹乱要因」（Potentie11er　St6rfaktor）として把握
することを資本の効率利用の利害からも不適切にさせており，この残余の労働力に対しては「統
合（lntegrati・n）と全体性（Ganzheitlichkeit）の原則」を柱とする「慎重かつ啓蒙的な付き合い」
（ein　pfleglicher　und　aufgekl5rter　Umgang）が必要となっていることを主張した。
　この「新しい生産構想」は，フレキシブル自動化・機械化の発展に伴い新たにテイラーリズム
的合理化論理を越えて生産労働の質的高度化のチャンス，その意味で「労働の人間化」の可能性
が出現しているが，しかしこのチャンスがごく一部の労働者（キャリア志向を有する若いドイツ人
労働者），つまり「合理化勝利者」のみにしか存在せず，これ以外の，さらには他の産業の労働老
が「合理化忍従者」あるいは「合理化敗老」として行動せざるを得ないと主張し，労働者階級の
なかの差別的状態の一層の深化が進むという「労働の将来」についてのシナリオをも提起し，こ
こに労働組合・経営評議会の行為可能性，「合理化の社会的コントロール」の必要性を喚起した
点で，その後大きな関心と議論を呼ぶこととなったように思われるのである。
　一方，労働組合は本格的には1970年代におこった「労働の人間化」の論議において，これを何
よりも労働組合・事業所利害代表による質的・量的労働条件への影響力行使の拡大・規制力の強
化としてとらえていたのであるが，その際「新しい作業組織」（Neue　Arbeitsformen）「職場の共
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）同決定」（Mitbestimmung　am　Arbeitplatz）に対しては否定的・懐疑的な態度を保持していた。た
とえぽ，1960年代後半から70年代初期にかけて展開された「職場の共同決定」をめぐる議論は，
当時のIGメタル（lndustriegewerkschaft　Metall）の組合左派のF・フィルマー（F．　Vilmer）やマッ
トフェファー（H．Matth6fer）らが労働組合機関誌を中心に提起してきた議論であったが，しかし
この議論は労働組合・経営評議会には「拒否」され，ほとんど大きな影響力を行使することはな
かった。さらに「部分自律的作業集団」（Die　teilautonome　Gruppenarbeit）についても，1974年に開
始された連邦政府の「労働生活の人間化に関する研究：行動プpグラム」（das“Aktionsprogramm
（1）Horst　Kern／Michael　Schumann，1）as　Ende　der　Arbeitstelung　2　Rationalisierung　in　der　indu．
　striellen　Produktion，　Verlag　C　H．　Beck，1984．この点について，筆老は，自動車産業の分析を中心
　として検討したことがある。拙稿「西ドイツ自動車産業の発展と『現代化戦略』一ドイツ経営経済学の
　潮流変化と関連して」r明大商学論叢』第70巻第3号（1988年2月）を参照されたい。
②　この点に関して，詳しくは拙稿「西ドイツにおける『行動計画：労働の人間化に関する研究』の展開
　とドイツ労働組合総同盟（DGB）の戦略一「WSIプロジェクト報告」を中心として」『明大商学論叢』
　第72巻第1号（1989年8月）を参照されたい。
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Forschung　zur　Humanisierung　des　Arbeitslebens”）のなかでいくつかのパイロット・プロジェクト
として実践されてきたが，西ドイツ労働運動はテイラー主義的作業組織の在り方を一貫して批判
し，その克服を要求しながらも，とくに「部分自律的作業集団」に対しては，これが集合的利害代
表の力を弱め，職場のなかにコンフリクトを持ち込むものとして，第10回DGB定期総会（1974年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3；の第16号議案でははっきり「拒否」していたのである。
　しかし，最近，企業側のフレキシブル化（Flexibilisierung）戦略・職場レベルの参加戦略という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4＞’r企業家的社会技術」（Unternehmerische　S・zia！techniken）の大規模な企業内展開という攻勢のなかで，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5｝IGメタルも「当初のかたくなに拒否するという立場を修正し始めている」と言われている。例
えぽ，IGメタル本部のS・P一ド（S．　R・th）によれぽ，「……IGメタルはずっと以前から伝統
的な分業の克服を要求してきた。労働と技術の上位の形成原理は，われわれにとって自律的集団
労働（aut・n・me　Gruppenarbeit）である。自律的集団労働は労働者自身による労働の広範な自己決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）定チャンスを提供するものであり，それにより一つの職場の共同決定でもある。」このように，
西ドイツの労働組合はIGメタルを中心として1970年代に大きな関心と議論を呼んだ「新しい作
業組織形態」，とりわけ「自律的作業集団」（IGメタルはこれを80年代に「連帯的（solidarisch）作業組
織原理」としての「集団労働」と呼んでいる）を積極的に取り上げ，この企業内的展開を要求してい
るのである（「参考資料」参照）。
　1970年代以降，確かに西ドイツの労働運動は，「質的協約政策」への傾向を強めるなかで従来
丁経営権体制」のもとで労働組合の規制の及ぼなかった「労働過程での労働力の利用条件」にま
で一歩踏み込んで規制しようと努めてきたのであるが，このなかで技術・作業組織の在り方に労
働組合が積極的に発言権・影響力を行使し，合理化の社会的コントロールを実現することが戦略
　　　　　　　（7）酌課題となった。例えぽ1984年のIGメタルの「『労働と技術』行動プログラム」（Das　Aktions・
programm“Arbeit　und　Technik”）が，「技術と労働の形成」を労働組合利害代表の「中心的任務」
として位置づけているように，現在「労働の人間化」の名称のもとで大規模に展開されている
’rgeしい作業組織」が労使の一大争点の対象とされているのである。
　（3）Wirtschafts・und　Sozialwissenschaftliches　Institut　des　Deutschen　Gewerkschaftsbundes（WSI），　Ge．
　　werkschaften　und　Humanisierung　der　Arbeit，　Zur　Bezvertung　des　HdA・Programms・1980・Cam・
　　pus，　S．155およびS．　30　ff．
　《4）「社会技術」とは「下位の被用者集団の行動制御のために投入される企業管理方策」であり「……被
　　用者を動機付け，企業との一体感を高め，被用者をr内面的に拘束すること』を目指すもの」であり，
　　わが国では「行動科学的管理技法」として知られているものである。「社会技術」については，Thomas
　　Breisig，　Betrieliche　Sozialtechniken－eine　Herausforderung　fttr　die　Interessenvertretung，　in：Siegfried
　　Roth／Heribert　Kohl（Hrsg．），　Pers♪ektive：Gruppenarbeit，　bund，1988，　S．56　ff．に詳しい。
　く5）W．Mtiller・Jentsch，　Arbeitsorganisation　und　neue　Techniken　als　Gegenstand　betriebs．　und　tarifpo．
　　1itischer　KQnzeptionen　und　Strategien　der　IG　Meta11，　in：Ben　Dankbaar／Ulrich　J丘rgens／Thomas
　　Malsch（Hg．），　Die　Zukunft　der　Arbeit　in　der　Automobilindustrie，1988，　edition　sigma，　S．271．
　《6）S．Roth，　Gruppenarbeit　in　deutschen　Automobilbetrieben：Perspektiven　aus　gewerkschaftlicher
　　　sicht，　in：B．　Dankbaar／U．　Jtirgens／T・Malsch，　a・a・0・，　s・209・
　く7）野村正實／ノルペルト・アルトマン編r西ドイツの技術革新と社会変動』第一書林，1987年，第二章
　　　に詳しい。
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　こうした事態は，労働運動側の力を背景とした要求実現というよりは，企業側のこの「新しい
作業組織」を基礎とした国際競争力の回復への必死の決意によって生じていることが特徴である。
とりわけ自動車産業を中心として1980年代初頭の「日本の衝撃」（Japan　Schock）による競争環境
の激変は，西ドイツ自動車産業の経営者をして製品・生産・労務戦略の全面的見直しを迫るとこ
ろとなった。その中から現れた基本的戦略方向は，これらの「日本化」の方向でもあったように
思われる。これは，製品構成の全面的見直しから生産ロジスティックの合理化（「カンバン・モデ
ル」’「ジヤスト’イン・タイム（JIT）」・部品メーカーの再編）あるいはQCサークル活動や熟練工・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧間接生産部門の合理化，チーム作業といった非常に広範な領域に及んでいる。
　確かに西ドイツにおける論議の中心は，ME技術革新と結び付いた「新しい生産構想」であり，
いわば「技術志向的フレキシビリティ」の問題であり，イギリス・アメリカにおいて労働組合に
対する強圧的・一方的「譲歩交渉」を通して，労働組合の職場規制力を弱め，「経営権体制」の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨強化を目指して展開されているような「日本化」とは異質なものとして理解されうる。西ドイツ
⑧　こうした欧米自動車企業が「日本モデル」（Japan　Model1）を企業内に大規模に展開しようとする
　「日本化構想」（もっともよく知られているものにフォードの「A．J（After　Japan）プログラム」がある〉
　については，Steven　Tolliday　and　Jonathan　Zeitlin，　Introduction：Between　Fordism　and　Flexibility．
　in：S．　Tolliday＆J。　Zeitlin（eds．），　The　Automobile　Indecstrツand　its　Workers，　Polity　Press，
　1986．pp．14－21に詳しい。トリデイとザイトリンによれば，欧米の乗用車生産メーカー一一ltl，1970年代以
　降の「危機」に対応して以下の3つの戦略オプションをもっていたと言う。第1の戦略オプシヨンは，
　フォーディズムの一層の強化・拡充である。これは，たとえばGMの「ワールド・カー」（J－Car）戦略
　・フォードの「Escort－Lynx　project」に見られるように，「規模の経済性」を高めるために単一小型標
　準車を世界中で販売することによって量産量を高め，サブ・コンパクト・カー部門の国際競争力の強化
　をはかろうとするものであり，さらにはたとえぽ，VWがブラジル・メキシコへ生産を移転させ，海外
　の低賃金地域に生産の分権化をはかったり，イギリス・アメリカでとくに顕著だったように労働組合と
　の「譲歩交渉」を通して，雇用削減・賃金の引き下げ・経営権体制の強化を強行しようとする戦略であ
　る。第2の戦略オプションは，とくにフランス・イタリア・スペインに見られるように自国内の基幹産
　業を保護するために輸入障壁を設け，国際競争から遮断しようとしたり，さらにはGMとトヨタとの合
　弁事業（NUMMI）に見られるようにとくに日本の乗用車メーカーとの提携・協力を強化しようとする
　戦略オプショソである。そして第3の戦略オプションは「生産フレキシビリティと製品多様性の増大に
　おける日本企業の成果を模倣し（emulate）」ようとする戦略である。この「日本の実例を模倣する努力」
　として「大くぐりの職務分類や労働力展開の障壁除去」，「チーム作業の広範な利用」，生産労働者の課
　業の質的高度化，メンティナンス労働者のデマケーショソ・ラインの流動化をあげている。
　　「日本化構想」については，クレーペとロートは，アメリカにおいて「組織開発戦略」と結び付いて
　展開されているものとしてとらえるのに対して，「ヨーロッパではとくに，原型的にはスウェーデソ企
　業，しかしまた西ドイツでの人間化論争のなかで開発された新しい生産構想」と関連して展開されると
　ころとなったものととらえている。（T，Klebe，　S．　Roth，　Einftihrung：Selbststeuerung　der　Arbeit　und
　neue　Unternehmensstrategien，　in：S．　Roth／H．　Kohl（Hrsg．），　a．a．0．，　S．27　f．
（9）イギリス・アメリカでは，これは労使関係制度の変更を伴うものであったがゆえに，組合の抵抗と対
　決は不可避であった（B。Dankbaar，　Die　Zukunft　der　Arbeit　in　der　Automobilindustrie・Zur　Einftih・
　rung，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T・Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．22　f．）。アメリカではこの「日本化」
　は労働投入についての組合規制力（「先任権規制」）や仕事の分割規制（デマケーション規制）の弱体化
　を意図しており，そのためこれを巡る対決が生じたと言われている（しかし，UAWのGM「サターン
　・プロジェクト」への協力・参加に見られるようにこの点検討の余地がある）し，イギリスでも労働力
　投入のフレキシブル化に対しては1983・1988年に大規模なストライキも行われている。この点に関し
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では，IGメタルの参加・協力のもとで展開されているのが特色である。　U・zルゲンス（U．　Jtir・
gens）らによれば，「経営側は，生産チーム，ジュッブ・P一テーショソの実施，平均的技能水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q①の高度化といった新しい作業構造に向けていかなる反対にも出会わないであろう」と述ぺている。
　このように現在西ドイツにおいて，とくに自動車産業を中心として労働の場で大規模に生じて
いる構造変革は，直接にはフレキシブル高度自動化技術の展開と結び付いて，「萌芽的」に現れ
ている「新しい生産構想」を契機として認識されてきたのであるが，しかしもう一つ見逃すこと
のできない要因として，日本の自動車メーカーの攻勢によって生じた「危機」のもとで国際競争
力の維持・強化を目指して展開されている自動車コンツェルンの労働力展開のフレキシブル化・
丁日本化戦略」によってももたらされているのである（この点ヨーロッパ金属労連の政策文書〔「参考
資料」C）を参照〕にもはっきり示されている）。
　こうした西ドイツ自動車コソツェルンの戦略展開のなかで，労働の場でいかなる変革が試みら
れているのか，そしてこうした企業側の変革努力に対して労働組合・経営評議会がいかなる対応
をしているのかを，とくに「集団作業」（Gruppenarbeit）と「QCサークル活動」（Qualitatzirkel）
を中心として検討することが本稿の課題である。しかし，その際まずわれわれは，自動車メーカ
ーの競争戦略を概観し，これが企業にいかなる新しい合理化課題を要請することになったかを検
討することから議論を始めることにしたい。
皿　市場環境の変化と西ドイツ自動車産業の新たな競争戦略の展開
　1970年代以降，とくに2度の石油危機（1973年・79年）を契機として西側先進国の乗用車市場に
おいて大きな構造的変化が生じ，それがとりわけ欧米自動車産業の競争戦略に大きな転換をもた
らしたことがすでに知られている。この市場の構造的変化と競争戦略上の転換は，以下の3点に
集約されうるように思われる。
　第1にモータリゼーションが一巡し，新規需要部分に対する買替え需要部分が量的に上回り，
さらに石油危機・高い物価上昇率のもとでのガソリン価格・乗用車販売価格が大幅に上昇したこ
となどを契機として，製品信頼性・燃費効率性が購入選択基準として重視され，さらに消費者二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aD一ズが質的高度化（高性能・高装備車指向）・質的多様化（差別化指向）を強めたことである。こう
した市場の構造的変化は，これまでのスタイリング・マーケティソグ・販売ディラー網の整備
［スローン主義（sloanism）］という，典型的にはGMの競争戦略において確認される1960年代ま
での乗用車メーカーの戦略の変更を迫ることになった。つまり，1970年代以降の乗用車メーカー
　ては，T．　Klebe，　S．　Roth，　a．a．O．，　in：S．　Roth／H．　Kohl（Hrsg．），　a．a．O．，　S．28．
aO）U。　Jurgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　New　Produktion　Concepts　in　West　German　Car　Plants，　in：
　S，TolIiday，　J．　Zeitlin（eds．），　op．　cit．，　p．277．
UD　この点については，　S．　Tolliday　and　J．　Zeitlin，　oP．　cit．，　in：S．　Tollyday，　J．　Zeitlin（eds．），　oP．　cit．
　p．9以下およびG．Volpato，　The　Automobile　lndustry　in　Transition　Product　Market　Changes　and
　Firm　Strategies　in　the　1970s　and　1980s　in　S．　Toliday，　J．　Zeitlin（eds．），　op，　cit．　P．205以下に詳し
　い。
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の競争戦略上の重点は，製品の質的高度化・性能向上・製品差別化と新製品開発の加速化に置か
れるところとなり，かくして乗用車メーカーは一様に自社の製品構成のフル・ライン化，ワイド・
バリエーション化，さらにはモデル（マイナー一・一）・チェンジの期間短縮化を迫られるところとなった。
　例えぽ，西ドイツ乗用車メーカーのフォルクス・ワーゲン（V。1kswagen　A．G．）（以下VWと略
称）の車種構成の変化は確かにこのことを確認することができる。つまり，周知のようにVWは
1970年代初期まで「カブト虫（Kafer）（ビートル）」の単一車種メーカーであった。しかし，1970
年代に入ってそれまでフォードのT型モデルに匹敵する成功を収め，VWの戦後の急成長を支え
てきた「カブト虫」の国内生産中止に続いて車種構成を豊富化し，現在ではポロ／ダービー，ゴ
ルフ／ジェッタ，シロッコ，パサート／サンタナのほかに，VWの子会社であるアウディは高級
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ車に特化させた製品戦略を採用させ，ここにフルライソ戦略を完成させたのである。このような
動きは，VWに限らず西ドイツ自動車産業全体において確認、されうる共通の競争戦略上の変更で
あったように思われる。
　第2に1970年代の乗用車市場の変化で注目されるべき事態は，市場規模の量的拡大が減速化し，
市場の量的「成熟化」が認識されはじめたことであった。たとえば，西ドイツの乗用車生産の推
移を見ても1950・60年代に一貫して順調にその生産を拡大しえていたのに，1970年代以降生産台
数の増加率は明らかに低下しており，さらにその生産の増減が何年かの周期を描くという事態も
現われるようになったのである。しかるに1970年代後半から本格的には1980年代に入って行われ
た大規模な設備増強投資に基づいて，欧米自動車企業は，慢性的な過剰設備を抱えているとまで
　　　　　　　　　　　　⑬言われるようになってきた。このことは，乗用車販売市場における競争の一層の激化を意味して
おり，その結果競争状況は「排除競争」（Verdrangungswettbewerb）ないし「ゼロ・サム・ゲーム」
（Nullsummenspiel）状況を呈するところとなったのである。しかし，この「市場の飽和」は必ずし
も自動車産業の質的「成熟化」を意味するものではなかった。というのも，この間大きなうねり
となって出現している新素材（セラミックス・合成樹脂）やマイクロエレクトロニクス技術の急速
な発展に伴う製品・生産技術革新は，一大「製品革新・工程革新」を生み出しており，その結果
「脱成熟化」（・・m・・ura…n）「新生」（。。。一・。f。n，）産業としての性格を強めてき超。このことが，
競争の激化とも相侯って，欧米企業に製品革新・生産技術の近代化のための大規模な投資圧力を
⑫VWの車種構成の変化は・VDA，　Tatsachen　und　Zahlen，38，　Folge，1974および51，　Folge，1987
　を参照。この点については，合わせ拙稿「西ドイツ自動車産業の発展とr現代化戦略』」，前掲稿，45頁
　も参照されたい。
a3）たとえぽ，三菱総研の報告では現在西欧諸国全体で100～150万台の過剰生産設備を抱えており（『日
　本経済新聞』1989年5月11日），またS・ロートによれば，1990年の全世界の自動車生産（Fahrzeug・
　produktion）能力は，5，100万台なのに対して，総需要台数予測は4，200万台であり，従って全世界で900
　万台（20％）の過剰設備を抱えることが予測されているのであり，そのうちヨーロッパは約30％，240
　万台の過剰設備を抱えることが予測されうるとされ，これはベンツとフォードの欧州全体の生産台数に
　匹敵するという。S・Roth・a・a・0・・in：B・Dankbaar／U．　Jtirgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．185．
⑳　G・Volpato・oP・cit・・in：S・Tolliday・J・Zeitlin（eds．），　oP．　cit．，　P．194．下川浩一著『自動車産業
脱成熟時代』有斐閣，1985年に詳しい。
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生み出すところとなったのである。
　第3にこのような競争環境の変化と関連して，欧米自動車メーカーのシェアが日本の自動車メ
ーカーに侵食されるなかで，日本企業の国際競争力の強さ（生産性・コスト・品質の優位性）がと
くに1970年代後半から80年代にかけて次第にはっきりしてきたことであって，その結果伝統的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮欧米自動車生産企業の間に「日本の衝撃」が拡がっていくこととなった。たとえぽ，1973年西ド
イツ乗用車市場で2．3万台（新規登録台数に占めるシェア，1．1％）しか販売されなかった日本製乗
用車は，1986年には42．6万台（同シェア，15．1％，輸入車全体に占めるシェア＝50．7％）にも達してい
るのである。
　こうした1970年代以降の乗用車販売市場の競争環境が激変するなかで，一方でフル・ライン・
ワイド・バリエーション政策の再編・強化，優れた製品性能と品質そしてモデル更新サイクルの
加速化が求められると同時に，他方で日本の乗用車生産メーカーの生産性・コスト優位性を狭め，
国際競争力を確保・強化するための極めて大きな合理化圧力が西ドイツ自動車メーカー側に生じ
たのである。もっとも周知のように，西ドイツの乗用車生産メーカーは，一方で直接日本の乗用
車製品範囲と競合する大衆車メーカー［VW，ドイツ・フォード（Ford），　GMオペル（Opel）］と
高級車セグメントに特化した高級車生産メーカー［ダイムラー・ベソツ（Da｛mler．Benz），　BM
W，アウディ（Audi　NSU）］に分けられるのであり，　U・ユルゲンスらによれば，前者のグルー
プは日本の価格優位性に対抗するため生産コストを削減することが求められただけでなく，製品
差別化の増大，より頻繁なモデル変更によって市場ニーズに即応しうるフレキシブルな生産体制
の確立が求められたのに対して，後者の高級車メーカーは，生産コストの引き下げの必要性とい
うよりも，よリフレキシブルな生産体制の確立によって市場機会の変化に応える必要性が課題と
　　〔㈲
された。もちろん後者といえども，フレキシブル自動化によるより小さなロット量でのコスト効
率的生産体制の確立が重要であったことは当然である。つまり，この時期西ドイツ自動車メーカ
ーは一様にその最大の関心を生産の合理化に置き，高いフレキシビリティを生産過程に導入する
ことを最大の戦略的課題としたのである。このため西ドイツ自動車メーカーは1980年代に入って
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹70年代の投資水準の約3倍に及ぶ大規模な「現代化投資」を敢行したのである。たとえぽ，1982
㈲たとえば，アパナシー（W．J．　Abernathy）らは，1980年に日本製サブ・コンパクト・カーとアメリ
　カ製の同クラスの乗用車を比較するなかで日本製乗用車が通関手続費用と輸送費を差し引いても一台あ
　たり約1，200ドルの生産コストの低いこと，さらに製品品質や消費者ロイヤリティは高いことを実証的に
　確認するとともに，こうした日本自動車メーカーの高い国際競争力を当時極めて有力であった「日本株
　式会社論」や「日本的文化・心理特性」，さらには個別企業内のハードな生産技術に求めるといった見
　解を退けている。アパナシーらは，日本の高い生産性・低コスト・高品質という強い競争力の「カギ」
　を日本の乗用車メーカーの生産・組織・労務管理といったミクロのソフト・マネジメント，具体的には
　「ジャスト・イン・タイム」・「カンパン方式」・「QCサークル活動」・「柔軟な職務構造」・「低い無断欠
　勤」に求めていた。アパナシーらの議論は，その後の欧米自動車メーカーの合理化の「日本処方箋」
　（Japan・Rezeption）を暗示している点で重要である。　cf．　W．J．　Abernathy，　K．B．　Clark　and　A．M．
　Kantrow，　The　new　industrial　competition，　in：Harvard　Business　Reviexv，　Sep・Oct，1981．
a⑤U。Jtirgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds，），　op．cit。，　pp．258－9．
aのH．Kern＆M．　Schumann（1984），　a．a．O．，　S．59および拙稿「西ドイツ自動車産業の発展とr現代
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年をみると，西ドイツ乗用車生産メーカー一　6社の総投資額は，76億マルクに達しており，それは
1975年の同19億マルクの4倍の水準である。
皿　新しい合理化課題と生産技術志向的フレキシビリティ
　こうして，1980年代に入って新しく競争戦略上求められるところとなった2つの異質な，従来
のフォーディズムに基づく合理化論理では実現しえないと考えられていた要求，つまり一方での
製品の性能・品質向上・製品差別化（多様化）・モデル・チェンジの加速化と他方での生産性向
上とコスト削減要求との同時実現が生産システムに課せられるところとなったのである。
　この1980年代の新しい合理化課題は，従来のスケール・メリッb追求による「少品種大量生産
体制」の確立とは異なり，　「多品種・多仕様（相対的t／こ）中小Pット量生産」のもとでのコスト
削減合理化であった。ケルン＝シューマソはこれを「フレキシビリティによる能率向上」（E缶zi・
enz　durch　Flexibilitat）と呼んで，その課題として，①これまでの量産量以下でも高度の機械化・
自動化を実現すること，②モデル（マイナー）チェンジによる資本の減価を極少化すること（機械
・装備の再利用可能性），③さまざまなバリエーションのカオス的連続での自由な加工・生産（「混
流生産」の実現）そして④頻繁な製品仕様変更にも弾力的な，最少費用での機械の再装備を可能
　　　　　　　　　　　　　　　　㈹とすること，以上の4点を掲げている。
　このような課題を実現する生産システムの確立は，「ME革命」によって可能とされるに至っ
たフレキシブル自動化技術の発展を前提とするものであった。
　なぜなら，従来の硬直的な自動化（Starre　Aut・mati・n）生産技術，その典型ともいえるホワイト・
ボディ組立部門（Rohkarosserie）のトランスファーマシンは，専用工具・専用機と硬直的な自動搬送
システムを結合したものであるが，そこでの高生産性は少品種・大Pット量・長期にわたるモデ
ル耐用期間（Marktgangigkeit）を前提としていたからであり，「混流生産」を可能とせず，変更コ
スト（機械・装置の再利用可能｛生は約15－20％）が高いという点ではフレキシビリティを欠いており，
また機械装置の一部の故障が装置全体の停止に通じているという問題を有していたのである。
　これに対して，フレキシブルME自動化技術（Flexible　Automation），たとえぽ産業用ロボット
は，中位の量産量（2交替操業で1日あたり1，500台までのホワイト・ボディ生産）の自動化を経済的に
可能にするが，①モデル・チェソジに対するフレキシビリティ，②バリエーションに対するフレ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲キシビリティそして③故障に対するフレキシビリティという優れた長所をもっている。その意味
で，生産技術志向的フレキシビリティとは，ME自動化技術の導入を挺子として競争戦略上求め
　化』戦略」前掲稿，59頁参照。
姻　H．Kern＆M．　Schumann（1984），　a．　a．O．，　S、15．
ag）ゲッティンゲン社会学研究所編r産業用ロボットと労働者一フォルクスワーゲンの調査研究一』土屋
　嘉一郎監訳，文眞堂，1986年，274－5頁（Soziologisches　Forschungsinstitut　Gδttingen（SOFI），　Zentrale
　wissenschaftliche　Einrichtung“Arbeit　und　Betrieb”，　Universit註t　Bremen，　Industrieroboter，βedi・
　ngungungen　und　SO2iale　Folgen　des　Einsat2es　neuer　Technologien　in　der　AutomobilProduktion，
　Campus，1981，　S．242　f．）に詳しい。
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られるに至った生産性向上（コスト低減）とフレキシビリティの高度化（多品種・多仕様性／モデル
・チェンジの短縮化）という，従来の硬直的自動化技術では実現困難とされた2つの要求の同時実
現を目指すものと言うことができるのである。
　これまで，こうしたフレキシブル自動化・産業用ロボット生産技術の主たる導入部門は，プレ
ス部門（PreBwerk），ホワイト・ボディ部門，ラッカー塗装部門（Lackiererei）といったすでにこ
れまで比較的高度な機械化・自動化を達成していた部門であったのであるが，これに対して組立
て部門とりわけ最終組立て部門（Endmontage）の自動化は非常に遅れており，組立て作業のフレ
キシブル自動化構想はいまだに「実験的，断片的」なままにとどまっているといわれている。し
かし，ドイツ自動車工業連盟（VDA）の1990年までの雇用動向予測でも「新技術適用の結果とし
ての人員削減」効果が最大と予想されている部門は，1984年時点で自動車工業直接被用者全体の
32％，約21万人を擁し，現在自動車生産部門において最大の被用者を抱える組立て部門なのであ
り，新技術による削減効果は，6．3万人，全削減予想人員（15万人）の42％にも達することが予測
されていることからも確認されうるように，今後最大の「合理化利益」をもたらし，その点で今
後の一層のフレキシブル自動化努力が展開されるのも組立て部門であることは多くの論者の確認
　　　　　　　⑳するところである。
　これまでの西ドイツ自動車メーカーの組立て自動化努力において，たとえぽダイムラー・ベン
ツはブレーメン工場（Bremen）とジンデルフィンゲン工場（Sindelfingen）の新しい組立て工場で
18～20％の自動化を達成しているし，BMWやオペルといった企業も組立て自動化努力を展開し
ているが，なかでもこれまでのところもっとも高い組立て自動化度に成功しているのは，VWで
ある。すでに知られているように，VWの主力車種である「ゴルフ」の生産工場であるボルフ
スブルク工場（W・1fsburg）の最終組立て部門では，1983年に稼働した「ホール54」（Halle　54）で
は70台の組立てロボットを使った自動化ラインで25％の自動化を実現している。しかし，ユルゲ
ンスらによれぽ，VWで注目されるべき点は，このボルフスブルク工場ではフnント部分から
の自動化努力，「パサート」を生産しているエムデン工場（Emden）ではリア部分からの自動化
努力そしてアウディのインゴルシュタット工場（lngolstadt）ではルーフ部分からの組み付け自動
化努力が行われている点であり，そこで次世代モデルの生産でこうした組み付け自動化努力が統
合され腸合には，相当高い組立て自動化力・猷される可縦があると予測されう乳
　しかし，現在の「ME生産技術」に基づく合理化努力は，これまでの「個別技術的合理化」
（die　einzeltechnologische　Rationalisierung）を越えて，「システム合理化」（die　systemischen　Rationa．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳lisierung）として展開される段階に達しているといわれている。
⑫④U．Jurgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds．），　op．，　cit，　p．262．さ
　らに自動車産業で進められている組立て自動化努力については，拙稿「西ドイツ自動車産業の発展と
『現代化』戦略」前掲稿，64－67頁も参照されたい。
⑳　U．Jtirgens，　K　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds．），　op．，　cit．　p．261．
⑳　M．Muster，　Neue　Formen　des　Arbeitseinsatzes　in　hochautomatisierten　Fertigungsbereichen　der
　Automobilindustrie：Zur　Problematik　von　Arbeitstei！ung　und　Integration　zwischen　AnlagenUber・
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　この「システム合理化努力」は，たとえばホワイト・ボディ部門のロボット投入分野では，汎
用機（Mehrzweckmaschine）であるプログラム可能な産業用Ptポット（Programmierbare　Industrie・
r・botor）と自走搬送車両（selbstfahrende　Transportfahrzeuge）による可変搬送システム（variables
Transportsystem）とをコソピュータ制御するフレキシブル生産システム（flexible　Fertigungssystem，
FFS）として展開されているのであり，　S・ロートによれぽ「中位のロット量生産の分野で，そ
して大量生産部門では補完的に普及」してきている。この生産システムの効果は，生産の流れ，
モデル・仕様，変更に関する高いフレキシビリティを実現しながら高い生産性を達成し，しかも
一部の故障がシステム全体に及ぶことはなく，さらに機械・装置の再利用可能性が約80－85％と
極めて高いという長所をもっている。ロートによれぽ，このFFSは，①複数の部品およびその
変種が同時に生産されうる，②生産はいつでも需要に応じて再プPグラム化可能であり，生産計
画により可変的な受注量・受注製品種類がフレキシブルに処理されうる，③市場近接な生産が可
能であり，ユーザーの特別な注文にもより応じやすくなるし，より小さな市場セグメントにも迅
　　　　　　　　　　　㈱速な対応を可能としている。
　こうして，現在産業用ロボットや無人搬送システムといった新しい生産技術と情報・通信技術
（lnformations・，　Kommunikationstechnologie）とを統合し，統合的情報システム（CAD／CAM，　PPS
（On　line・Produktions・und　Steuerungssystem）等）を構築することによって一層高度な「システム合
理化」の実現が目指されている。こうした統合的情報システムの構築は，個別職場・個別事業所
を越えて空間的に遠く離れたコンツェルンの工場単位をあたかもそれらが並存しているひとつの
工場の諸部門であるかのように統合し，かくしてコンツェルン全体のフレキシビリティを実現す
るものである。この「全体的・統合的情報処理」構想は，製品の設計から生産を経て顧客への配
送に至るまで（販売・購買ロジスティックスを含む）領域・事業所を越えた情報統合を目指すもので
あり，CIM（Rechnergesteuerte　und・uberwachte　Fertigung）として知られているものであり，西ド
イツ自動車メーカー各社は，現在，フレキシブル生産システム（“Mini－CIM”）の実験を通じて，
その構想の実現を模索している段階にある。
　　　　　　　　　　　表一1BMWでの車体工場におけるライン自動化水準
異なるモデル状況
モァルE21
1醸轍購為翻自動化劇磐皇磐）
1 85・1 621 0％
モデルE28（£輪囎講仮付溶翻劉1，…1
モデルE3°（暑猫灘藷悉鵠俺騨1
6
6
・・％1 15．5
…1 4 1・・％1 14．5
出所：UJIirgens・KDohse・TMalsch，　New　Production　Concepts　in　West　German　Car　Plants，　in　S　Tolliday
　　and　J　Zeitlin　（eds．），　op　cit．，　P．265．
　wachung，　Einlegearbeit　und　Instandhaltung，　in：B．　Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O，，
　S。96f，
⑳　S・Roth，　a・a・0りin：B・Dankbaar／U・Jttrgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．188．
⑳　S．Roth／P・Kδnigs・GrupPenarbeit　als　Gestaltungsalternative　bei　CIM－Einsatz，　in：S．　Roth／H
　Kohl，　a．a．O．，　S。81ff．に詳しい。
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　　　　　　図一1テイラーリズム的作業組織とポスト・テイラーリズム的作業組織
　　a）テイラーリズム的作業組織
　　　　　　　　単能工
　　　　　　　明確な職務境界
　　［半熟練・不熟練・直接生産部門］
b）ポスト・テイラーリズム的作業組織
　　　　　職長
　　　　　　　　　　　　　　生産チーム
（??）
［熟練工・間接部門］
（保守・整備・品質検査・工具製作等〉
デマケーション・ライン
　　　　　の移動
○
馨灘な　　1　　誰騰蕎欝
　　　　　　　　　　　　　　　　　曳
　　　　N　高度7レキシブル自動化技術と「ポスト・テイラーリズム」
1k
　こうした企業内で大規模に展開されている生産技術の「現代化」は，大きく自動車労働を変え
ようとしている。この場合の労働の変容は，量的な意味と質的な意味をもっている。
　前者の量的意味での労働の変化について，ME自動化技術導入の省力化効果は，さまざまな職
場の実態調査で明確に確認されており，現在でも依然として雇用不安が西ドイツにおいても消え
　　　　　　　　㈱ているわけではない。しかし，欧米自動車産業の「危機」のもとで1978年から83年の5年間に，
アメリカでは28％，フランスでは14％，イタリアでは18％，さらにイギリスでは30％も雇用水準
が低下し，これらの諸国では雇用不安が現実のものとなったのに対して，この間西ドイツでは逆
に2％雇用が拡大したこともあり，さらには80年代半ぽの記録的な生産台数の増加にも支えられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱て，西ドイツでは，現在「余剰人員と職場の安定確保の問題」は支配的な問題となっていない。
むしろ，現在西ドイツ労使関係の一大焦点は，こうした高度自動化技術の導入やさらには企業側
が「日本の挑戦」を受けて自己の国際競争力の回復を目指して押し進めようとしている生産シス
⑳　この点については，拙稿「西ドイツの自動車産業の発展とr現代化』戦略」前掲稿，69頁を参照。
㈱　U，Jurgens，　K，　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds．），　op．　citりp．　260．
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テムの「日本化」に伴う労働の質的変容，具体的には労働力投入様式の再編成や職業訓練の展開
の問題にその関心は移っているように思われる。
　しかし，現在までのところ西ドイツ自動車メーカーは，はっきりと一義的な変革処方箋をもっ
ているわけではなく，IGメタルとの協調関係を維持しながら極めて用心深く一連のパイロット・
プロジェクトを通して「新しい作業組織」の実験に取り組んでいる段階であるように思われる。
さらにME自動化技術が可能にしている大幅な組織選択の可能性は，一層統一的な変革シナリ
オの作成を困難にしている。けれども現段階においてもいくつかの共通した方向が確認できる。
　第1に保守労働の生産労働への統合が顕在化してきているという点である。とくに高度自動化
技術の導入は，労務コストに比して，決定的に資本コストの割合を増加させている。表一1は，
BMWの車体工場における自動化水準を示している。表は，高度に機械化された車体組立て部門
において労務コストに比して，資本コストが著しく増加する事情を明確に示している。そこで生
産性向上のためには，機械・装置の故障頻度・時間を減少させて，操業度を高めることが決定的
に重要となっている。その際，テイラーリズム的な保守部門と直接生産部門との厳格な分業（図
一1参照）は，操業度改善，生産性向上の障壁であると認識されてきている。というのも，この場
合，保守熟練工は，直接生産部門からのクレームを受け，現場に向かい，そこで次に生産労働者
に装置・機械のどこの具合が不良なのかの質問をし，やっと本来の故障の除去に取り掛かること
可能となるからである。表一2の示すところによれぽ，こうした「掩乱除去のための待ち時間」
（warten　auf　Entst6rung）の要因は，6．3％にも達する「装置利用度損失」（Nutzungsgradverluste）
をもたらすことを示している。この利用度損失はもし保守熟練工が現場で仕事（監視と掩乱除去）
をし，それを行わないときには他の仕事（例えぽ，整備，原材料フローの調整等）を行うようにすれ
ば，除去可能である。そこで現在試みられているのは，「一方での生産部門ないし生産労働者と，
表一2装置利用度損失（Nutzungsgradver】uste）
ある自動車工場の装置利用度の例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用度
後車軸（Hinterachse）機械加工部門…………・・……・…・…・…………・………………67％
後車軸自動組立て部門…………・…・…・…・…………・…・…………一…………………58％
ホワイトボディ部門（Fahrzeug－Rohbau）…………………・…・…・…・…………・・……52％
自動品質コントロール部門………………・……………・………………・……・…・……・55％
480分あたり利用度損失構造〔ハソドル装置（Lenkung）の機械加工の場合〕
1．人的要因〔たとえぽ，配置時間（Verteilzeit）〕……・………・………・・…・…・…3．4％
2．装置故障………………・・…………・……・・……………………………・……・・…・…4．　8％
3．搬送システム故障……………・………・……………・………………………………5．3％
4．故障除去の待ち時間……・・…………・・……・……………………………・…………6．3％
5．計画的工具交換・………………・・………・………・…一………・…・……………・…11．2％
6．非計画的工具交換…・・……………・…・・……………・………………………………8．9％
7．原材料供給の問題……………・…・・……………・…・・………・・………・……………3。4％
　　利用度損失合計…………・・……・・…・………………………………・……………43．3％
　　装置利用度…・・……………・…・・……………・……………・・…・…………・……・・56．7％
出所：MMuster，　Neue　Formen　des　Arbeitseinsatzes　in　hochautomatisierten　Fertigungsbereichen
　　der　Automobilindustrie，　in　B，　Dankbaar／U　Jtirgens／T　Malsch（Hg、），　a　a　Q，　S．106．
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他方での，たとえば保守・経営手段製作といった専門部門ないし熟練工部門との間の，従来西ド
イツ自動車産業において伝統的に存在していた機能分割の境界線を段階的に流動化させ，熟練工
を生産チームへ統合して，生産労働者として装置を稼働させようとする」構想（図一1参照）が目立
　　　　　　⑳ってきている。しかし，現在，西ドイツ自動車メーカーは，熟練工とのコンフリクトを軽減する
ためにもきわめて慎重に対応しており，高度自動化技術の導入にあたっても，熟練工資格を持ちな
がらも，間接生産部門での就業機会がないことによって直接生産部門に配置されている若いドイ
ツ人の徒弟教育訓練終了男子熟練工を，高度自動化技術の中核的機能の担い手である装置運転工
（die　Anlagenftihrer）として採用する動きが目立っている（装置運転工の作業諸機能については，表一7を
参照せよ）。この複雑な装置の監視（monitor　of　complex　equipment）を行う装置運転工の職務には，過
去において保守部門の仕事であった保守作業が職務記述書に含まれ，ルーチンに遂行されている。
　第2の変革方向は，「自己検査原則」（Prinzip　der　Selbstprtifung）の確立に向けてルーチンな品
質検査機能の直接生産職務への統合の方向である。テイラー主義的作業組織の合理化は，生産制
御・作業計画，保守・品質保証といった機能を間接部門に集め，直接生産労働を単純化・不熟練
化することに成功してきた。そしてこれこそが直接生産部門の機械化・自動化の前提条件であり，
これにより直接生産部門での労働力の削減が実現されえたのであった。こうした直接生産部門の
諸機能の間接生産部門への移転・自立化による「ディラー主義」的合理化は，他方で熟練工を中
心とした間接生産部門の拡大・肥大化をももたらすことになったことが見逃されえない。
　こうして，ティラーリズムによれば，生産効率・生産性の向上は作業の質を犠牲にするという
仮定に立つがゆえに，品質保証機能を生産の権限領域から品質管理部門として自立化させる必要
性が生じたのであった。こうした構想は，必然的に直接生産に従事しないかなりの数の労働者を
表一3再構造化以前と以後のダイムラー・ベンツ社，ブレーメン工場の職業構造
作業タイプ 自動化以前　　自動化以後
手作業（溶接・ハンダ付け・洗浄・修理）（manual　production　work）
コントロール課業（control　tasks）
単純蝴風?ﾜ囎入作業（sim・1e　mach三ne　tendi・g・nd
96％
4％
1％
37．8％
14．5％
47．6％
自動化に伴い31％の人員削減
出所：UJifrgens，　K　Dohse，　T，　Malsch，　New　Production　Concepts　in　West　German　Car　Plants，　in　S　Tolliday
　　and　J・　Zeitlin（eds．），　op　cit．，　P．268．
⑳　M．Muster，　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg．），　S．99　u．　S．105．この点に関し
　ては，拙稿「西ドイツ自動車産業の発展と『現代化』戦略」前掲稿，74－5頁も合わせ参照。
⑳M．Muster，　a。a．0．，　in；B．　Dankbaar／U、　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　S．104　f，たとえばVWのボ
　ルフスブルク工場の「ホール54」の装置運転工は，生産職務と規定され，全員熟練工資格を有する生産
　労働者のなかから部門管理者と経営評議会代表老によって選抜されている。フォードでは，電気工熟練
　資格を有する熟練工が選抜され，同じく生産職務と規定されているのに対して，GMでは熟練工を配置
　しながらも保守部門の監督下に置かれているという。U．　Jorgens，　K，　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：
　S．Tollyday，　J．　Zeitlin（eds．），　op。　cit．，　P．266．装置運転工の職務内容に関しては，　M．　Muster，　a．a、
　0．，in：B．　Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg，），　S．　100に詳しい。
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品質管理部門に抱えることを意味していた。事実品質検査工（Qualitntsinspektor）の数と直接生産
労働者（direkte　ProdUktionsarbeiter）の数との量的国際比較をみると，　USAは1：7・5ないし12・8・
西ドイツは1：9．1ないし12．2と比べて，日本は1：25であり，このことは目本の自動車メーカー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳において著しく品質検査間接部門の合理化が進んでいることを明らかにしている。ゲッティンゲ
ン社会学研究所（SOFI）のフォスカンプ（U．　Voskamp）らによれぽ，「とくに国際比較の視点で，
とくに日本の品質保証構想との比較の視点において，ますます明らかとなってきたことは，別個
に組織された大規模な品質保証部門の存在は，生産のテイラー主義的効率化のrコスト』と見な
されうるのであるが，そのコスト水準はこの戦略の全体効率をおぼつかなくさぜるとともに，代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B①替構想開発への切っ掛けともなっていることである」と述べている。
　以上のような変革方向の意味することは，直接生産部門と間接生産部門との伝統的なデマケー
ショソ・ラインを掘り崩すこと（境界流動化）によって，間接生産部門の合理化が目指されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤Dるものととらえることができる（図一1参照せよ）。これは，これまでの品質検査・保守機能のうち
のルーチンな間接・熟練工機能の生産部門への移転を通して間接部門のスリム化・合理化をはか
ることによって達成されることになるが，しかしその際，間接部門のうちの一層高度な専門性を
要請される保守専門家（lnstandhaltungsspezialist）と品質専門家の仕事は，この機能統合（職務流動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　化）の対象外におかれており，その意味ではデマーケーション・ラインの引上げ（図一1でいえば，
右への移動）ということもできる。
　しかし，また他方で高度フレキシブル自動化装置導入によって新たに発生する職務は，ロボッ
ト・ラインの装置運転工のようにグレード・アップする職務だけではない。必ず，きわめて単純
で反復的な，部品の搬入を主たる作業内容とする残余職務（Restarbeitsp15t・e）をも発生せしめる
（この高度フレキシブル自動化技術のもとで発生する作業機能については，表一7を参照せよ）。たとえぽ，
VWボルフスブルク工場の「ホール54」では，各シフトあたり40人の装置運転工の他に，400人
の挿入工（Einleger）の単純・反復職場が生み出されているのである。表一3は，ダイムラー・べ
⑳M．Scheinecker，　Neue　Organisationskonzepte　in　der　Automobilindustrie，　Entwicklungstendenzen
　am　Beispiel　General　Motors・Austria，　in：B．　Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg，），　a．a．0．，　S．　172．
⑳U．Voskamp，　K．P，　Wittemann，　V，　Wittke，　Kontinuitat　und　Umbruch．　Ein　lnterpretationsansatz
　aktueller　Rationalisierungsentwicklungen　in　der　Elektroindustrie，　in　Soziologisches　Forschungsin・
　stitut　G6ttingen，　SOFI　Mitteilungen，　Nr．16，　Feb．1989，　S．107，
⑳　ロートによれぽ，「日本的保守部門組織形態についてのアメリカの研究は，保守機能が直接生産活動
　に統合される場合に，20～30％の節約可能性が非常に素早く生ずることを明らかにしてきた。」SRoth，
　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．191．
B2）ヶルン・シューマンは，この作業の存在を認め，これが「受容可能な工業労働の限界を越えた」「賎
　民労働」であることを正しく認識しながらも，かれらのシナリオ分析によれぽ，これが次の段階では機
　械化・自動化される存在であると認識したが故に，「生産労働の再専門職業化」という「労働の将来」
　を描くことができたように思われる。詳しくは，拙稿「西ドイツ自動車産業の発展と『現代化』戦略」
　前掲稿，72頁および77－9頁を参照されたい。
⑬　U．Jifrgens，　K　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：S．　Tollyday，　J．　Zeitlin，　a．a．0．，　S。267．ムスタ
　ーにょれぽ，確かに「ホール54」では装置運転工と挿入工との比率は1：10ではあるが，VWのザルツ
　ギッターエ場での観察によれぽ，1：2である。しかし，彼によれば前者の場合でも挿入工の「水平的職
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図一2　チーム構想による運転休止時間（idle　time）の削減
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作業時間 運転休止時間
生産チームがすべての課業を遂行する
プラント・
Gンジニア1
S運転休止
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作業時間 運転休止
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出所：UJUrgens，　K　Dohse，　T．　Malsch，　New　Production　Concepts　in　West　German　Car　P1ants，　in　S．　Tolliday
　　and　J　Zeitlin　（eds．），　op　cit．，　P．270．
γツの車体工場での自動化の再構造化に関するデータである。これによれば，溶接・ハンダ付け
といった手作業は，大幅に減少しているものの，同時に単純な機械監視・搬入作業が激増してい
る（1％→約47％）ことが確認されうる。この作業はその単調性・知的能力の過少利用・社会的孤
立・偏ったストレスと肉体的負荷といった職務要件で大きな問題をもっており，さらにこの職務
が「残余職務」として集められ「残余の」労働者を生み出すことは，将来的に自動化，さらには
「ジャスト・イン・タイム」や「カンバン」制度の導入に伴い，この職務の大部分の除去を意味
するために，IGメタルや経営評議会は，雇用保障の観点からもこの残余の機能の既存の職務と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬ののジョッブ・ロー一テーションや集団作業への統合を要求しているのである。
　最後に明確になってきている変革方向は，高度フレキシブル自動化技術の導入に伴い，その中
核機能を統合してチームないし集団に委ねるという「生産チーム」（Fertigungsteam，　Teamarbeit）
ないし「集団労働」構想である。それは，チーム・メンバーの職務の拡大をはかり，さらにジョ
ッブ・ローテーションを通して多能工化を実現し，これによって，チーム内ぼかりかチーム間の
フレキシブルな労働力展開が目指されているだけでなく，チーム・ワークや保守・整備機能のチ
　務統合」（Die　horizontale　Aufgabenintegration）による職業能力高度化の可能性が指摘されている。
　MMuster，　a．a．0．，　in：S．　Roth／H．　Kohl（Hrsg．），　a．a．0．，　S．273　f．
BD　U．　JUrgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit。，　in：S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds．），　op．　ciし，　pp．267－268．
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一ムへの統合による機械・装置の稼働停止・損失時間（Stillstands・und　Verlustzeiten）の削減によ
る生産性向上とコストの削減が目指されている（図一2参照）。さらに一定の枠内での計画・意思決
定・コントロール機能（「部分自律性」）がチームに付与されることによって，「自己制御」（Selbst・
steuerung）の可能性が強調されている。それぼかりではない。このチーム活動が小集団活動と結
び付けて展開されることにより，チームの問題解決能力・創造性が強調される。また一方での
「自己制御」の可能性は，他方この集団をコスト・セソター（Ein　Cost・Center）として位置づけ，
集団内で発生する一切のコスト責任体制（「コスト責任の分権化」（dezentrale　K・stenverantw・rtun9））
を確立しようとする動きとも結び付いている。これは情報・通信技術の発展と結び付いて経営側
の中央的・集権的支配・コントP－一ルの可能性が，この場合には事後的成果制御・監視という形
をとって，新たに生じている。一方での「自己欄御」（Selbststeuerung）・分権化の動きと他方での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤＄「他人制御」（Fremdsteuerung）・集権化との複雑な関係が生じている。
　こうした「チーム構想」・「集団労働」構想は，当然チームないし集団の職綱機能を担う職長
（Meister）の役割・機能の変化をも求めるのであって，リーダーシップ・スタイルの変更が大きく
クローズ・アップされてきている。たとえぽ，VWの経営側は，経営評議会との間で1983年新し
い「管理原則」（Ftihrungsgrundsatze）についての「経営協定」を締結しているが，そこでは「自立
的協働者の協力的指導」が強調され，「命令」（befehlen）ではなく，「指導」（ftihren）が，従ってま
た「揚力的リーダーシップ・スタイル」（der　kooperative　Ftthrungsstil）カミ重視されているし，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬のためにVWでは4，500人にも上る職長と職長補（Vi・emeister）のリーダーシップ訓練が展開された，
　以上の変革方向からすれぽ，現在西ドイツ自動車生産企業の生産・労働の現場において，はっ
きりと構造的変化が生じてきており，これは従来の支配的作業組織編成原理であったテイラーリ
ズムの枠組みを越えるものとしてとらえられうるように思われる。すなわち，ME自動化技術の
大模規な展開と競争環境の変化に伴う「日本的処方箋」への追随を契機として，ポスト・テイラ
ーリズムの変革方向が押し進められようとしているように思われる。
　ティラーリズムでは基本的に「生きた労働」を「生産の障壁」ないし「潜在的撹乱要因」とし
て認識することにより，人間の影響力を可能なかぎり小さいものにとどめる必要があった。そこ
での職務設計原理の基本は，「機能分化」の原則であり，直接作業の標準化・単純化・反復化はこ
の原則から生ずる当然の帰結であった。直接生産部門で分化された「知識」や「技能」は，間接
B5＞今や経営者の「合言葉」（Parole）は，「労働者の頭脳に金を見出だせ」（“Das　Gold圭n　den　Gehirn・
　en　der　Arbeitnehmer　entdecken”）であると言う。　S．　Roth，　H．　Kohl（Hrsg．），　a．a　O．，　Einleitung，　S．
　9．
B⑤　この点について詳しくは，T．　Klebe，　S．　Roth，　a．a．0．，“Ein飴hrung”in：S．　Roth／H．　Koh1（Hrsg．），
a．a．O．，　S，30　ff．，　U．　Voskamp，　K．P．　Wittemann，　V　Wittke，　a．a．O．，　in：SOFI　Mitteilungen，　a．a．0．，
　S．109f．　M．　Muster，　a．a．O．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T，　Malsch（Hg．），　a．a．0．，108．
⑳Kar田einz　Briam，　Organisation　im　Wandel：Der　Mensch　bestimmt　die　Zukunft，　in：SRoth，　H．
　Kohl（Hrsg．），　a．a．O．，　S．162丑．，　Peter　Meyer・Dohm，　Herausforderungen　fifr　die　betriebliche　Bildungs・
　politik，　in：P．　Meyer－Dohm，　H．G．　Schiftze（Hg．），　Technischer　W伽4θJ　und　QualiLfizierecng：Die
　neue　Sblnthese，　Campus，1987，　S．　190．
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部門へと移動させられ，熟練工によって担われることになったのであった（直接生産部門から間接
部門への機能移転）。しかし，現在このような原則が効率性・資本利害の観点からしても問題とな
っており，このポスト・ティラーリズムの志向する新しい合理化論理はこれを逆転させる方向で
進んでいるように思われる。これは「機能統合」の方向であり，さらには間接部門から直接生産
部門への機能移転の方向であるように思われるのである（図一1参照）。
V　GMアスペルン工場の「生産チーム」構想の展開
　前節で展開されてきたポスト・フォーディズム構想の具体化は，これまでのところ西ドイツ自
動車メーカーにおいてさまざまなパイロット・プロジェクトを通して実験されている段階である。
これに対して，GMオーストリアのアスペルン（Aspern）工場で試みられている組織変革は，西ド
ィッGM「オ’ペルの主要工場での将来の変更に対するパイPット・プロジェクト」としての性格を
もつぼかりか，その組織変革の規模とその内容の革新性で西ドイツ国内で実施されているどんな
組織変革実験より抜きんでており，その点で西ドイツ労使もその行方に大きな関心を寄せている。
　さてGMは・1970年代末より「労働生活の質的改善（QWL）」プPグラムを実践してきたこと
で知られているが，1980年代に入ってUAWの協力のもとで本格的に，国内の工場閉鎖後の「白
紙状態」（tabula　rasa）の工場や新規に設立された「田園地帯」（grtine　Wiese）の工場を選んで，
実験に伴うコソフリクト可能性を最小限にとどめたうえで，生産性と品質の向上，コスト低減を
目指す「チーム構想」（Tearnkonzept）という新しい作業組織実験を大規模に行っていることで知
　　　　B9られている。
　GMアスペルン工場は，1982年にウィーン近郊で新たに操業を開始した，従業員2，500人弱のエ
ンジン・トランスミッション製造（Motorenbau　und　Getriebebau）工場（製品は全て西ドイツ・オペル
の工場へ出荷されている）である。「チーム構想」という新しい作業組織形態でもって追求されて
いる組織合理化目標は，①直接的・間接的生産活動の統合，②フレキシブルな労働力展開による
装置稼働率の改善，③チームによる自己制御に伴う職長の削減，役割・機能変更，そして④被用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くゆ者の動機づけ促進と経営目標との一体化であった。
　1982年設立後，「チーム構想の基本特徴」が経営評議会と労働組合に呈示され，さらに経営側，
劔　U．Jurgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　op。　cit．，　in；S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds．），　op．　cit．，　p．269．
㈹　H．Kohl，　Teamkonzept　im　Experimentierstadium：General　Motors，　in二S，　Roth／H．　Koh1（Hrsg．），
　a．a．0．，　S．230－1．コールによれば，このチーム構想は，アメリカでは「従業員参加サークル」（employ－
　ee　participation）とか「生産性改善の企業チーム・アプローチ」（business　team　approach）などさま
　ざまな名称で呼ばれているものであるが，こうした経営者の計画の基礎にあるのは，新しい作業組織形
　態に基づく実現可能なコスト節約可能性であるという。それによれぽ，保守と品質管理の生産への広範
　な統合→20～30％のコスト低下，チーム作業による装置稼働停止時間の削減→50％以上などの経済的成
　果が期待されているのであって，その点でコスト低減合理化として位置付けられている（a．a．0．）。1980
年代初頭にその組合員の約25％も失ったUAWは，この「チーム構想」に協力的であり，サターン・プ
　ロジェクトでは，1985年7月にUAWとGMとで締結された基本協定で労働組合の参加は制度化された。
　（lbid．，　S．237　f．）
⑳　M．Scheinecker，　a．a．O．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jtirgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．167．
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図一3GMオーストリア・アスペルン工場の事業所組織
（186）
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出所：M．Schunecker，　Neue　Organisationskonzepte　in　der　Automobilindustrie：Entwicklungstendenzen　am　Beispiel
　　General　Mortors　Austria，　in　B．　Dankbaar／U　Jtirgens／T　Malsch（Hg．），乱aQ　S．175．
職員経営評議会（Angestelltenbetr三ebsrat）と労働者経営評議会（Arbeiterbetriebsrat）の3者代表か
らなるチームがさらに「チーム構想」を作成するために設立され，この活動成果は，1984年「企
業内協力についての宣言」（Deklaration　Uber　Mitwirkung　iln　Unternehmen）の決議となって結実し
た。この「宣言」は，経営協定ではないが，経営側と労働者経営評議会によって署名された。け
れども，（オーストリアでは職長の利害を代表する）議員評議会は，この構想には一貫して反対し続
けており，この「宣言」への署名を拒否したといわれる。チーム構想の具体的展開に関わる活動
監視のために，労使合同の委員会（構成メンバー：4人の経営側代表と4人の経営評議会メソパー，そ
れに1人の組織開発部門の代表）が設置された。この委員会は，決議機関ではないものの，経営管
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　qD理者に提出される勧告を作成する権限を持つものとされた。
　こうした「チーム構想」具体化のための制度的条件が整備されるなかで，1986年には工場全体
で「チーム構想」は，具体化されるところとなった。
㈲M．Scheinecker，　a・a．0・，　in：B・Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．169　f．
㈲　UJ廿rgens，　K・Dohse，　T・Malsch，　oP・cit．，　in：S．　Tolliday，　J．　Zeitlin（eds），　op，　cit．，　P．269．
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　事業所はエンジン製造部門とトランスミッショソ製造部門に分かれるが，両部門とも類似の組
織構造をもっている。部門ごとに4つの調整領域が存在し，それぞれの調整者は2つの単位を管
理している。それぞれの単位は，2人の職長からなり，このそれぞれの職長は2つのチームの主
管担当者である。こうして，生産部門には総計82のチームが形成され，組立てチームは約50人の
メソパー生産チームは10－20人のメンバーを擁している（図一3参照）。またサービス部門には，
8－10人の熟練工から構成される65のチームが形成されている。いずれのチームにも半年に1度
チーム・・ン・・一の互愚・より，チーム・リーダ＿耀出さ諾。
　こうして生産部門には約1，700名の労働者が，サービス部門の保守部門に約640名，そして検査
部門には約60名の熟練工が所属している。ここでの検査部門と生産部門の人員比は，1：28．3で
あり，これは欧米企業（たとえばイギリスは，1：8．4）は言うに及ぼず，日本企業（1：25以上）と比
較しても遜色なく，検査部門の合理化が進められていることを意味している。これは，主として
検査作業の生産チームへの統合樋して猷されて謬。
　アスペルン工場での「チーム構想」の基本構造を特徴づけるものは，「フレキシビリティ賃金
鞭」（FI・x・bili・5・・1・h・・y…m）と「チーム対話」（Team、。、p，、，h）であるといわれ9。
　前者の「知識に対する賃金支払い」（pay　f・r　kn・wledge）原則に依拠した賃金制度の特徴は，フ
レキシビリティ割増し手当のついた時間給であり，チーム内・チーム間のフレキシブルな人材投
入を賃金構造的に保障するものである。現在までのところ直接生産労働者にのみ適用されている。
新規採用者は，労働協約で確定している賃金格付けである基準賃金（Einstellohn）に格付けされ，
1カ月後FO（基準賃金の約0．3％増）に昇給する。さらに習熟度とそのフレキシブルな投入に基づ
いて評価点を獲得することに賃金等級が上がっていく。最高賃金であるF8で基準賃金の40％増
であるという。さらにF8＊という特別の賃金等級があり，これは，2チーム以上でフレキシブ
ルに仕事をこなせる特別な資格を持った労働老に対して経営管理者の提案に基づいて与えられる
表一4　部品製造部門と組立て部門の評価点割当
部品製造部門 評価点　　組立て部門
操作と測定 i1点陣立て／接合
工具の交換
保守／小規模な修理
1点
1点
自動化作業経過の習熟
整備／小規模な修理
組立不良箇所（Montzgefehler）の認識
修理実施／不良品（AusschuB）把握
検査職務資格 11点1検査職務資格
出所：MSchunecker，　Neue　Organisationskonzepte　in　der　Automobilindustrie：Ent’
　　wicklungstendenzen　am　Beispiel　General　Mortors　Austria，　in　B，　Dankbaar／
　　U．Jtirgens／T．　Malsch（Hg．），　a　a　O．，　S．173．
㈱　H．Kohl，　a，a．0．，　in：S．　Roth／H．　Kohl；（Hrsg．），　a．a．0。，　S，240．
㈱　M・Scheinecker，　a・aO・，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．172．
㈲　M．Scheinecker，　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U．　J廿rgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0，，　S．173．
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生産労働者の7レキシビリティ度：計画と実　賃金等級である。さて，
績
フレキ・ビ・テ・段階緬値1）（1器鶴騒
基準賃金（Einstellohn）
FO
Fl
F2
F3
F4
F5
F6
F7
F8
F8＊
1．6
2．0
2．6
3．4
9．4
48．1
13．0
7．0
6．6
4．3
2．0
0
1．5
7．5
17．4
17．6
24．0
15．7
7．5
2．7
4．9
1．2
1）フレキシビリティ賃金制度に基づき報酬を支払われて
　　いる生産労働者の百分率での分布
出所：MSchunecker，　Neue　Organisationskonzepte　in
　　der　Automobilindustrie：　Entwicklungstendenzen
　　am　Beisp童el　General　Mortors　Austria，　in　B　Dan－
　　kbaar／U　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a　a（）．，　S．175．
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　　　　　　　　　　　まず労働者は，ある
1つのチームでフレキシビリティ評価点を獲
得していく。第1のチームで検査工職務を除
く全ての職務評価点（3点）が獲得された後
で第2のチームへの移動が可能となる。表一4
に示されているように，たとえぽ部品製造部
門で，あるチームにおける全ての活動の75％．
（操作と測定，工具交換・保守・小規模な修理）を
マスターしている労働老は，それに対応して’
F3に格付けされる。さらに検査職務の資格
を獲得する場合には，F4（基準賃金の20％増）
に昇給する。表一5より，経営側は2人に1人
の生産労働者がこのフレキシビリティ度を獲
得することを計画しているが，1987年にはそ
の計画数値の半分，全体の4分の1の労働者
がすでにこれを達成していることが明らかとなる。さらなる昇給チャンス（F5からF8）は，別
のチームの仕事要件をこなせる場合に生まれる。すでe：　3分の1弱の労働者がこのフレキシビリ
ティ度を獲得している（表一5参照）。
　しかしここで見逃せない点は，「フレキシビリティの権利」は，労働者に帰属するのではなく，
「詳細な要件カタログに基づいて，職長（Meister）が，1人の労働老に対して，あるフレキシビリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲ティ評価点が授与さるべきかどうかを決定する」という点である。さらに，評価点授与にあたっ
て職長は，中央人事部門と協議し，生産過程要件と人件費水準と関係づけて作成される事業所全
体のフレキシビリティ計画に方向づけられる。そのため「計画的評価点授与により，チームのフ
レキシビリティが企業が望むフレキシビリティを越える場合には，事情によってはフレキシピリ
　　　　　　　　　　　　⑳ティ評価点は授与されえない。」このように，職長を中心とした経営側の一方的な人事評価のも
とでの技能習熟評価が行われている。企業側が望む人員配置計画・人件費水準の狭い枠内でしか
労働者の職業能力の発展が認められていないという点には大きな問題があるように思われる。
　さて，「チーム構想」を支える第2の構造的枠組みは，1週間に1度作業時間内に行われる1
時間のチーム対話にある。チーム対話のテーマ自体は，チームの「自主性」に委ねられているが，
実際には「企業内協力についての宣言」で確認されている内容が中心となっているといわれてい
る。つまり，達成生産指標，（製品品質を含む）生産問題，予算（コスト・原材料フロー），OJT，チ
　㈲MScheinecker，　a・a・O・，in：B・Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．174，
　㈲　M・Scheinecker，　a・a・0・，　in：B・Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．174．もっとも
　　経営評議会にはフレキシビリティ評価点の授与にあたって，対立が生じた場合には協議権（Mitsprache・
　　rechte）が与えられている（lbid．，　S．174．）。
　㈹　M・Scheinecker，　a・a・O・，　in：B・Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．　176．
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一ム・メンバー間のコンフリクト，他チームとの協力問題がこれである。チーム対話には経営評
議会，さらには職長もチームの要請がないかぎり出席できない。チーム対話で決定された事項は，
リー一ダーを通して協議される。
　あらゆる集団労働の機能と責任の拡大を目指すチームの「自律性」強化は，4段階に区分され
る発展計画のなかで段階的に実現されることが期待されたが，1986年の調査ではこの目標が達成
されなかったことが明らかとなった。この「自律性」の限界，知識と技能のチームへの移転障壁
として立ち現れたのは，職長によって担われていた処理的活動と熟練工によって担当されている
保守・修理作業である。
　そのことから経営側にとって「チーム構想」展開の現実的問題として理解されるのも，第1に
間接的機能の生産チームへの移転が「計画よりもずっとわずか」であったことであり，第2に
「チームの自律性と職長との役割変更が進んでいない」ということであった。
　さらにアスペルン工場では，その後「チーム構想」の一層の発展を目指す動きが進行している。
それは，第1に職長レベルでの生産・保守・検査部門の統合（しかし，この構想は2年間の交渉でも，
職長と職員評議会の激しい抵抗で実現していない）であり，第2にこれと係わって部門管理者レベル
の統合を目指す「エリア管理」（Area－Management）構想（経営評議会はこの構想を支持しており，転換
の細目が詰められている段階）であり，第3には熟練工のチームへの統合であって，そのため保守
熟練工の生産労働者と同一の「フレキシビリティ賃金制度」（この場合熟練工は最初F4へと格付け
され，熟練工としての賃金が保証されている）への組入れである。この第3の再構造計画には熟練工
が自己の利害が脅かされることもあって激しく反対しており，経営評議会も熟練工資格のデマケ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ション・ラインの維持を支持している。そこで現在，経営側は，徒弟教育訓練生（Lehrlinge）
を訓練終了後直接生産部門のチームに配属させ，労働協約上熟練工として与えられる賃金に対応
したF3かF　4の賃金等級に格付けし，「静かな」（sti11）統合を目指している。
　こうしたアスペルンの「チーム構想」の展開は，経営側には「大きな経済的成果」をもたらし
たと評価されている。伝統的作業組織と比較した生産性利益は，年6－8％であるといわれ，ま
たここで生産されたエンジンが「GM内の品質・効率競争で最高値」を達成したことからGMで
は「世界最良のエンジン」と見なされており，またGMヨー一ロッパ本社は，こうした良好な経済
的成果の実現によりアスペルン工場の増設を決定している。
　さらにM・シャイネッカー（M．Scheinecker）によれぽ，この「チーム構想」に対しては，第1
に職長の伝統権限・責任をチームが引き受けることによって，職長が早晩合理化整理の対象にな
ることを恐れ，伝統的権利を擁護しようとする職長およびオーストリアでは彼等を代表している
職員経営評議会が「徹底して拒否」していること，第2に労働者経営評議会もまた熟練工作業が
半熟練工によって行使されることに対しては「厳しく拒否」しているのであるが，半熟練工労働
者には「平均以上の賃金水準や大きな職業能力の発展可能性」などといった点で「労働状態の改
㈱M，Scheinecker，　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S，178f．
6①M。Scheinecker，　a．a．O．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Maisch（Hg．），　a．a．0．，　S．　178－180．
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表一6西ドイツ自動車工場における「集団労働」の普及
フォルクスワァーゲン
ザルツギッター
エンジン工場
　（1984年以降）
フォルクスワァーゲン
カッセル・変速装置工
場
（1985年以降）
フォルクスワァーゲン
エムデン・乗用車工場
（1987年以降）
ダイムラー・ベンツ
ブレーメン・乗用車生
産工場
　（1984年以降）
ダイムラー・ベソツ
ジンデルフインゲソ乗
用車生産工場
　（1987年以降）
ダイムラー・ベンツ
ベルリン・エンジン工
場
　（1987年以降）
ダイムラー・ベンツ
バード・ホソブルク。
エンジン制御装置工場
　（1987年以降）
垂直的職務統合※
2，460人の能率給
労働老
垂直的職務統合
420人の能率給労
働者
垂直的・水平的職
務統合
1，265人の能率給
労働者
水平的職務統合
1，800人の能率給
労働者
水平的職務統合
150人の能率給労
働老
垂直的職務統合
90人の能率給労働
者
垂直的職務統合
20人の能率給労働
者
＊エンジン自動組立て部門における集団労働
　装置運転工職務への手直し作業・部品挿入作業の統合
　装置区間毎の作業集団の編成
　集団労働の導入に合わせた職業能力プログラムの展開
＊機械加工部門における集団労働
機械操作工／機械運転工および調整工の職務の装置運転工への
統合
フレキシブルなシャフト生産部門，キャビネット生産部門および
自動化変速装置生産部門における集団労働
シャフト生産部門における機械操作工／機械運転工および調整工
の職務の「装置運転工と保守熟練工」への統合
製造分野毎の作業集団の編成
集団労働導入後の職業能力向上措置の準備
＊ホワイト・ボディ部門と塗装工場における集団労働
＊パイロット・プPジェクト
　「フレキシブル溶接装置における集団労働」
　品質管理・部品挿入および手直し作業は「装置運転工」の職務へ
　の統合（20人の能率給労働老）
＊「ホワイト・ボディ部門における生産技能工」集団労働システム
　ホワイト・ボディ部門の機械化された部門での全ての部分職務の
（部品挿入・機械操作・スポット熔接・品質管理・手直し作業）
　集団労働システムでの装置運転工への統合
（約600人の能率給労働者）
＊ホワイト・ボディ組立て部門の集団労働
　研磨・CO2熔接・ハンダ付けそして手直し作業の集団労働シス
　テムへの統合
＊ホワイト・ボディ部門の集団労働：研磨・ハンダ付け・CO2熔接
　そして手直し作業は統合され，また挿入作業も結合される
（1200人のうち300人の能率給労働者）
＊塗装部門の集団労働：シーリング作業・フロア・パネル底部防錆
　作業・洗浄作業の部分的統合
（900人のうちの200の人の能率給労働者）
＊組立て部門の集団労働：集団内でのジョッブ・ローテーション制
　度：組立て労働者の様々な組立て作業への従事
ケーブルセット取付け作業の集団労働
様々な組付け作業・品質管理・手直し作業の集団作業への統合
組付け作業は組付け作業室で5人の技能工により実施
DNC生産とクランク軸旋盤部門における集団労働
機械操作／機械運転および調整作業の装置運転工作業への統合
職業能力向上措置の展開
エンジン・バルブ生産部門における集団労働
機械操作／機械運転作業と調整作業の機械運転工作業への統合
一人のライン・リーダーによる集団管理
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オペル
ポッヒェム・乗用車生
産工場
　（1985年以降）
アウディイソゴルシュ
タット乗用車生産工場
　（1986年以降）
水平的職務統合
約80人の能率給労
働者
垂直的・水平的職
務統合
800人の能率給労
働老
ホワイト・ボディ部門における集団労働
手直し作業，機械操作，スポット熔接そして品質管理という部分
職務の挿入作業との統合
ホワイト・ボディ部門における集団労働
法律上許容可能な全ての部分職務を統合しライン運転工の活動水
準にある作業集団
サブ・グループのなかには全員装置運転工／装置監視工として組
込まれている集団も存在
挿入・手直し作業および装置運転作業の統合
　※　ここでの「水平的職務統合」（Horizontale　Aufgabenintegration）と　「垂直的職務統合」（Vertikale　Aufgabeninte－
gr『戸gnl　4）魯・ド？を・：（，ムスターによれば，前者が「異なっているが，仕事要件タゴプ．（タ嘩Rr“e「門gミt増甲λにおい
　て類似した部分職務の統合」であるのに対して，後者は「仕事要件タイプにおいて異なるさまざまな部分職務の統合」を意
味しているという。MMuster，　Zum　Stand　der　Gruppenarbeit　in　der　Automobilindustrie　der　Bundesrepublik，　in　S
　Roth／H　Kohl（Hrsg．），　Perspektive：Gruppenarbeit，　Bund，1988，　S．271。
出所：MMuster，　aa．　O．，　S・262－266より作成。
善」をもたらしており，また「利害代表の大きな，重要部分（gr・Be　und　wichtige　Teile　der　Inter．
essenvertretung）は積極的にチーム構i想を支持しており，積極的に一層の発展をめぐって努力して
　　　　　伍9いる」という。
　しかしながら，ユルゲンスらは，アスペルン工場において「従業員のあいだに高率のアブセソ
ティーズム（ahigh　rate　of　absenteeism）」が発生していることを指摘している。このこととまた
・一・・（H，K・h1）の「役割・ee理解において過剰要求されている生産労働都・巖」してL、
るという指摘を合わせ考察すれば，ここにチーム内・外での激しい生産性・品質改善競争が，労
働者の給付条件への労働組合の規制欠如のもとで展開されているという状況が考えられるのであ
る。
　さらに，われわれにとって，また西ドイツのIGメタルの戦略（「参考資料」参照）と比較して重
大な問題として確認されうる点は，職場の利害の代表に関して経営評議会とは全く別個な機関と
して，チーム・リーダーの存在が制度化されているように思われることである。そのことは，チ
ーム内部の諸問題がチーム・リーダーを通して直接経営側（職長）との協議を通じて解決される
ルートが制度化されていること，さらには「チーム対話」にあたって全く経営評議会の規制力が
及ぼない（「チーム対話」にはチームの要請がないかぎり，経営評議会は出席できず，「チーム対話」の「成
果」もこれが経営評議会の所管事項に関わるかぎりで協議の対象となるにすぎない）こととに現われてい
る。チーム内で生じたさまざまな諸問題が，経営評議会・既存の労働者利害代表に持ち込まれ解
決されるのではなくて，当該チームのリーダーと経営側との直接協議によって個別的に解決され
6D　M．　Scheinecker，　a．a．O．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．168　v．　S．182f．
　シャイネッカーが問題と見なしているのは，チームと職長の対立が労働者と経営者との対立ではなく，
　職員経営評議会と労働者経営評議会との対立に発展する恐れである（Ibid．，　S，183）。
勧　U．Jttrgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．，　in：S．　Tollyday，　J．　Zeitlin（ed．）op．　cit．，　p．271．
劔　H．Kohl，　a．a．O．，　in：S．　Roth／H，　Kohl（Hrsg．），　a．a．0．，　S．240．しかし，コールは「もちろん，こ
　れまでに実現された成功は，全ての参加者が『集団労働』のこの実験に興味をもっていることを明らか
　に暗示している」として肯定的に評価している（lbid．）。
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るといった事態は，経営評議会のカを空洞化させる方向に作用しないのかどうか，さらにこうし
たチームの個人主義的・特殊利害の追求が，経営評議会がこれまで代表してきた連帯的・集団的
労働者利害と衝突しないのか，それが実際に生じたときにいかなる解決手段が保障されているの
か，ここではなお問題とされねぽならないように思われる。
M　「連帯的作業組織原理」に基づく「集団労働」の展開とIGメタル・経営評議
　　会の規制力
　1）　「連帯的作業組織原理」に基づく「集団労働」の展開
　とくに1980年代半ば以降，西ドイツ自動車産業においてティラーリズムの克服を目指す作業組
織の変革の試みが「労働の人間化」のもとで進展しつつあることは，確認してきたところである。
このような組織変革と係わって，IGメタルと経営評議会は「連帯的作業組織原理」（solidarisches
Arbeitsorganisationsprinzip）としての「集団労働」の展瀾を要求している。
　現在までに，すでに表一6に概観されうるように，さまざまな「集団労働」が自動車会社各社
で展開されている。M・ムスターによれば，すでに現在西ドイツ自動車産業で働く労働者のうち
能率給部門（Leistungsl・hnbereich）の約7，000人の労働者が現在「集団労働」のなかで労働している。
　たとえぽ，この「集団労働」は，アウディでは「生産チーム」（Fertigungsteam）と呼ぼれてい
る。アウディにおける高度自動化ホワイト・ボディ部門における「生産チーム」の特徴としてあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　面げられているものは，以下のようである。
　①たとえば，1人のライソ運転工（StraBenfifhrer），1人以上の装置／ロボット監視工（Anla－
gen／Roboterbetreuer）と製品検査工（Produktprttfer），そして複数の装i置補助工（Anlagenbediener）
というさまざまに異なる資格をもつ協働者の集団が装置の制御・監視・整備機能を行っている。
さしあたりなお異なる資格で配置されるとしても，時間の経過に伴い，継続訓練方策とジョッブ
・ローテーションによってチームの各構成員がいずれの仕事をも遂行しうる可能性が集団により
提供される。
　②　生産チームは，全体システムの可能なかぎり同質的技術区間に対して責任をもつ小集団
（Kleingruppe）である。
　③生産チームにおいて，直接生産工の古典的職務と整備・保守・品質検査の間接機能は統合
されている。
　④機能の再統合（Reintegrati◎n　von　Funktionen）によって，生産チームはより迅速で効果的な
掩乱の認識・評価そして除去によって装置停止損失（stillstandsverluste）を極少化しうる。
翻　M．Muster，　Zum　Stand　der　Gruppenarbeit　in　der　Automobilindustrie　in　der　Bundesrepublik，　in：
　S．Roth／H．　Kohl（Hrsg．），　a．a．0．，　S。278．
㈲　K．Schumahl，　Arbeit　in　der　Automobilinddustrie　im　Jahr　2000－ein　Szenar量o，　in：S．　Roth／H・
　Kohl（Hrsg，），　a．a．O．，　S．175f．
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表一7高度機械化生産部門（ホワイト・ボディ部門）の3つの組織類型
部分聯（Teilaufgaben）　1タズ　B　C1タイプ「タイプ
1騎・電子関連保守　　　　ゆ口回 10
2　メカニックス関連保守 回 目○ 10
技術的・組織的システム
f断
ﾓ思決定・介入・複雑な診断㈱・基づく麟な獺除去【・團 ? 回
4　撹乱・欠陥源の診断・装置領域全体の操業　準備評価
⑳
?
㊨ ●
?
5　装置全体の原材料フローの調整 團＊1 ⑧目釧
・工具の礪・手直・鯛整　　　團囹1㊦1
7　コソトロール・簡単な整備および
@工具・磨耗部品のルーチンな交換
⑧ ㊤ ? ⑦
コントロール
ｮ備そして
㈱ﾗ除去
・保守作籍点での助力　　　国＊i国 ＊1＊
9　単純な手直し作業 1釧 1㊥lI●
1・作業部署での原欄・一の監視　｝ 1⑬ ＊i ? 1① 部品ハンドリング・挿
??ﾆ11部品の目視検査 1口・ 1㊥H㊦
12部品マガジンないし装置への部品挿入 111・1 oll⑧
○集団に熟練工が統合される場合
?蛯ｽる仕事
柾風ﾍ活動
@（Mithilfe）
?????（??? （??（??? ? ?（????? ??
a）Anlagenf菰hrer
ajAnlagenbetreuer
メjEinleger
пjProduktionswerker
繍類型1 主 要 標 識
タイプA
タイプB
タイプC
①階層指向性
②作業機能間に公式的流動性なし
③資格要件の段階的（abgestuft）二極化（Polarisierung）
④新技術に関し広い基礎知識を習得する可能性からの搬入工の公式的・事実的隔絶
①作業機能聞に公式的・事実的流動性なし
②装置運転工グループと生産技能工グループとの間に資格要件の強力な二極化
③新技術に関する基礎知識を習得する可能性からの生産技能工の公式的・事実的排除
①装置監視工の職務充実
②異なる労働負荷のローテーション可能（装置監視工の場合）
③作業機能間の部分的流動性，統合的職務様式
→
「さまざまな企業の労働投入政策の責任者の一致した言明によれば，目標像は，等しい資格をもった
集団のなかで技術システムないし組織関係領域で生ずるすべての仕事を遂行するr生産熟練工』（pro－
duktionsfacharbeitor）である……」（a．a．O．，　S．103）
出所：M．Muster，　Neue　Fermen　des　Arbeitseinsatzes　in　hochautomatisiorten　Fertigungsbeneichen　der　Automobilin・
　　dustrie，　in　B．　Dankbaar，　U　Jtirgens，　T．　Malsch（Hg．），　a．　a．　O．，1988，　S．98－101。（一部筆者作成）
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表・－8　作業組織形成オプションの評価基準
［：：：「『一一一・…：IA　x－7“・；ilyB－一「・
1　短期養成労働者
の職務
（半熟練工）
2　　コン　トローノレ
3　報酬
4　集団利害代表
作業組織流動化による半熟練工の統合。
半熟練工は，体系的な，学習過程として組
織された実践そして有用な職業能力向上措
置により一定時間後装置運転工のような作
業機能を遂行することが，可能とされねば
ならない。
集団能率の人的影響要因についての自己統
制。
作業集団は，十分な人間の配置と作業時間
内の職業的継続訓練の可能性によって，労
働様式，作業組織，作業方法に関し自己統
制し，集団能率を自己統制できねばならな
い。作業条件は個人間・個人内の能率変化
を相殺することを可能とせねばならない。
集団能率と報酬との間に直接的関連が存在
しない報酬制度。
社会的コミュニケーション・継続訓練等を
放棄することなく要求される標準能率が達
成されうるように，報酬は形成されねぽな
らない。
集団代表の労働組合代表制度への統合。
労組理解によれば，労働者は直接労働条件
について共同決定しえねばならない。それ
ゆえIGメタルはとくに，集団労働が労働
者利害の提示と共同決定を促進し，労働者
が自己の労働条件を共同形成しうるように
なることを要求している。このことは，集
団労働において具体的には，作業集団が自
己の権限領域内で規制さるべき労働条件を
集合的規制の枠内で民主的に決定すること
を意味している。集団代表は集合的利害代
表制度に適合させられねばならない。これ
は，経営的集団代表と労組職場委員の機能
との統合によって行われる。
選択的新規募集・選択的職務割当によって
短期養成労働者が熟練資格を要する作業機
能から排除。
特定の雇用集団のために熟練資格を要する
職務を隔絶することに基づく作業組織構想
はその社会的将来チャンスに関し被用者を
分断するものである。熟練資格を要する仕
事内容の配置にあたって人的選抜は全ての1
被用者集団の社会的利害を顧慮せねぽなら…
ず，そのためこの社会的利害に対応した選，
抜規準が協定されねばならない。
集団能率の人的影響要因についての外部統、
制。
外部統制は直接的でも間接的でもある。直・
接的外部統制は上司（マイスター）が集団
メンバーのその時々の仕事を規制する場合
に行使され，間接的統制は，集団自身が能
率の劣るメンバーを排除しようとする場合
に行使される。これらはいずれも，集団的
作業ではなく個人化に導く。
成果指向的報酬制度。
成果指向的報酬制度は，ストレス・競争行
動・悪しき社会的風土を喚起し，団結を弱
め効果的なチーム労働を阻害する。
集団代表と集合的利害代表との二極化
集合的利害代表制度と競合する集団労働構
想は，労働組合代表権の弱体化および労働
老の権利の空洞化をもたらす。集団労働の
いくつかの使用者構想はこれを目指してい
る。
出所：MMuster，　Neue　Formen　des　Arbeitseinsatzes　in　hochautomatisierten　Fertigungsbereichen　der　Automobilind－
　　ustrie，　in　B．　Dankbaar／U　Jtirgens／T・Malsch（Hg．），　a．　a．　O．，　S．109－112を図式化したものである。
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　⑤　品質基準からの逸脱，欠陥の綿密なフィードバックによって，製品品質は改善され，品質
と能率に対するチームの責任は強化される。
　⑥　間接部門からの機能移転および職務拡大（Arbeitserweiterung）によって，生産チーム構成
員の職業能力高度化の可能性が生み出される。
　こうした生産チームへの組織変革は，労働組合・経営評議会との交渉を通して展開されること
が忘れられてはならない。たとえば，M・ムスターは，高度に機械化されたホワイト・ボディ部
門の作業組織の観察から，いくつかの組織類型を確認し（表一7参照），同一の高度機械化・自動化
技術のもとでも，たとえぽ資格要件の二極化をもたらす組織形態（タイプAとB）からこの二極
化を克服しうる組織形態（タイプC）をも同時に確認している。こうして，作業組織の決定にお
いては形成余地が存在し，そこにいくつのオプションが考えられうるのであって，そこにこそ労
働組合の行為可能性を認め，作業組織形成に労働組合の社会的影響力・コントロール可能性を認
めることができるのである。ムスターは，さらに集団労働に関しても2つのオプションを表一8の
ように掲げながら，オプションAこそが労働者・労働組合の利害を反映した連帯的作業組織原理
に依拠し燦団労働構想であるとして，その実現硬求して、裁
　またクレーベ（T．Klebe）とロートも，連帯的作業組織原理としての「集団労働」の基準を以
下のようにまとめている。
　1）　集団における権限と自律性の程度（Kompetenzen　und　Autonomiegrad）
　作業集団に付与さるべき仕事の内容は，それがさまざまに異なる部分職務から構成され，職業
能力の高い仕事，ローテーションに富む仕事を可能とし，「鍵となる資格」（Schltisselqualifikati・
・nen）の取得を可能とするよう設定されねぽならない。さらにこの仕事には間接的作業（装備），
原材料の準備，品質保証，整備，プログラミソグといった処理的活動要素が含まれていなけれぽ
ならない。タクト拘束的・非拘束的な仕事の交替が可能でなけれぽならない。
　2）規則的・連帯的ジョッブ・ローテーション（RegelmtiBiger　und　solidarischer　Arbeitswechsel）
　一面的負荷と健康障害を回避するため，ジョッブ・P一テーションにより負荷の相殺的交替が
実現されねぽならない。規則的ジョッブ・ロ　一一テーションは，全体作業システムの包括的知識を
可能とし，集団内部の階層化，専門化，メンバーの分裂に対抗しうる。
　3）主要な仕事（die　uberwiegende　Tatigkeit）にではなく，最高価値の仕事（die　hδchstwertige
Tatigkeit）志向の報酬支払い
　同一・同質的報酬支払いが不可能ならぽ，少なくともより高く評価される仕事への接近とより
高い賃金等級への格付けが可能とされねぽならない。そのために必要な資格形成措置，学習時間
といった条件が整備されていなけれぽならない。
　4）短期養成労働者（angelernte　Arbeitnehmer）の統合
　特定労働者集団の選別と排除に反対し，とくに半熟練労働者が作業集団に統合され，継続訓練
によって段階的により高い評価の仕事に接近しうる道が開かれていなけれぽならない。
6⑤M．Muster，　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U．　JUrgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．109ff，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　6n　5）　包括的・長期的職業能力の啓発（Quρli丘zierung）
　職業能力の啓発は，とくに作業能率の高い労働者選別の用具としても少数の専門家養成の手段
としても使われてはならない。全ての労働者に射する職業能力啓発が保証されねぽならない。
　6）　時間的余裕と要員（Zeitliche　Spielraume　und　Personalbesetzung）
　作業集団の要員と集団調整の時間的余裕は，作業集団の全ての被用者が長期にわたって健康を
損ねることなく，職務を遂行しうるように十分割り当てられていなけれぽならない。
　7）　こうした連帯的作業組織構想には，利害代表の分裂（「作業集団リーダー構想」）や集団内の
自己合理化と自己搾取（「コスト・センター構想」）ないし少数の高い資格を有する被用者の選別に
つながる企業構想が対峙しているのであって，そこで「連帯的」作業組織構想実現のためには，
a）できるだけ早く当該被用者と職場委員を包摂すること，b）現状活動分析と具体的な当為労働
分析の開発，c）実質的目標を記述した全体構想の展開，　d）パイロット措置の選択とテスト，　e）
経営協定を通した使用者との交渉，そしてf）パイPット措置の経営評議会による監視・評価・
普及決定，以上が必要である。
　以上のように，IGメタル・経営評議会によって主張されている集団労働は，単なる職務拡大・
充実やジョッブ・P一テーションといった「企業家的参加志向の社会技法」と形態的類似性をもち
ながらも，この組織変革にあたっての合理化保護（雇用保障）・職業訓練・報酬・人員配置といっ
た事項への労働者・労働組合の規制力の行使をも目指しているという点で決定的に異なっている。
　たとえば，1987年にVWとIGメタルとの間で締結された「技術変化と作業組織の変更にお
ける労働者の社会的保障に関する労働協約」［通称「技術協約」（Technikvertrag）］をま，新しい技
術の導入および既存の技術の変更，さらには作業組織の変更に基づいて被用者を解雇することを
禁止し（第4条第3項），さらに合理化措置の形成は，それが「人間に相応しい仕事の形成」（第4
条第1項）と資格の保証・拡大（第4条第2項）に基づいて行われることを規定し，また企業計画
の規模と内容，労働内容と労働経過の変更計画等に関して経営評議会の「情報入手権」が拡大さ
れているだけでなく，経営評議会の申し立てた提案と疑念を企業計画は顧慮せねぽならないこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働（第5条第1項）を規定している点で，合理化保護の領域の拡大がはかられているのであって，こ
劒ミューラー・イェンチュ（W．Mifller・Jentsch）セこよれぽ，　IG〃ルは，「非テイラーリズム生産構想
　のコンテクストにおいて社会的選別の強化（Soziale　Auslese）」が目立っているとして，「資格攻勢」
　（Qualifikationsoffensive）を強化しているという。さらにIGメタルは，資格形成政策が事業所レベルを
　も越えて規制を必要とするとして，1986年IGメタル綱領「資格政策と労働者利害」（Qualifizierungs－
　politik　und　Arbeitnehmerinteressen）では，①職業教育の法的・政治的枠組み条件の変更（2週間の
　教育休暇等），②労働協約による継続訓練規制そして③職業教育全ての問題に関する共同決定と最低条
　件についての経営協定が政策重点としてあげられているという。W．　M通11er－Jentsch，　a．　a．0．，　in：B
　Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S，273．
鰍T．Klebe／S．　Roth，　a・a・O・，　in；S・Roth／H．　Koh1，　a．a．O．，　s．36－39．かれらは，「集団労働」の事業
　所内での展開にあたって，「経営協定」の重要性を指摘しているが，その際の包括的規制のポイントに
　っいては，Ibid．　SS．361－367に詳しい。
tl9）W．　Muller・Jentsch，　a・a・0・，　in：B・Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．　270，　K．・H．
　Briam，　a．a．0．，　in：S・Roth／H・Kohl（Hrsg，），　a．a．0．，　S．171f
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うして，IGメタルを中心とする西ドイツ労働運動は，「企業家的社会技法」に基づく作業組織の
変更に対して，これが自己の要求をも実現しうる点を評価し，そこにチャソスを認めながらも，
協約保護を通して攻勢的に対決し，それによってこそこの「企業家的社会技法」に伴うリスク回
避をはかろうと考えているということができるであろう。
2）VW・ザルツギッター（Salzgitter）工場の「集団労働」の展開
では，このような「連帯的作業組織原理」に基づく「集団労働」要求は，具体的にどう展開され，
いかなる問題が生じているのであろうか。そこで，VWザルツギッター工場での集団労働の展開
過程を見ることにしよう。
　VWザルツギッター工場は，すでに1975年から77年にかけて，当時の連邦政府の「労働の人間
化」行動プログラムの一環として，4サイクル・エンジンの組立て部門でタクト・コンベアによ
る流れ作業組立ての廃止，電動組立て台車（ein　Montagewagen，　der　mit　einem　eigenen　elektrischen
Antrieb　ausgestattet　ist）での集団組立て作業への転換が実施された。1分以下のサイクル・タイ
ムは転換後は35－45分にまで拡大し，また台車待避区間というバッファの設置により各作業集団
自身が作業の進行速度を決定することができた。また集団によって検査作業と手直し作業は引き
受けられることになった。実験には40人の技能工（Werker）（1人の婦人労働者と8人の外国人労働
者を含む）が参加し，6週間の全体職業訓練を通してエンジソの構造と部品の機能を学習し，ま
た適切な資格形成措置を通して集団内のさまざまな部分職務のジョッブ・ロー一テーショソを作業
集団自身が取り決めることが可能となった。その結果，生産されたエソジンの品質は平均以上で
あり，ベルト・コンベア作業と比較して参加したメンバーの満足度は高く，負荷体験も低かった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮⑫しかしプロジェクト終了後この集団作業も中止された。　　・
　この「労働の人間化」プロジェクトの5年後，1982年にエソジンのシリンダーヘッドの組立て
（die　Zylinderk・pfm・ntagen）自動化計画が経営評議会に提出された。1983年夏にはこれまでの2つ
の組立てベルト・コンベアから168メーターの長さをもつ自動組立てトランスファーライン（eine
automatische　MontagetransferstraBe）へと再構造化された。そこで事業所側は，それ以前の2交替
で74人の労働者から18人体制［シフトあたり9人：3人の装置運転工（Anlagenfahrer），3人の手
直し工（Nacharbeiter），3人の挿入工（Einleger）］への再構造計画（人員削減効果＝75％）も提出し
た。この計画は「労働の人間化」プPジェクトの成果も，1979年に締結された「賃金基本協定」
（Lohnrahmenabkommen）の第11条で要求されていた職務充実（Arbeitsanreicherung）と集団労働に
ついてあらゆる可能性の追求も無視されていた。
　ザルツギッター経営評議会の計画策定委員会（PlanungsausschuB）は「IGメタルの自動化／技
術部門」（IG　Metall－Abteilung　Aut・mati・n／Techn・1・gie）の助言者の1人の参加を得て，企業の計
㈹　H．Buhmann／K－H．　Mihr，　Erfahrungen　mit　Gruppenarbeit　bei　Volkswagen，　in；SRoth／H．
　Koh1（Hrsg．），　a．aO．，　S。139－141．このプロジェクトは，900万マルクの公的資金の助成を受けた。し
　かし，このプロジェクト終了後の流れ作業組織への再転換の理由は，ビューマンらは何も指摘していな
　い。
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画を詳しく検討し，その結果半熟練工生産労働者（とくに組立てエから挿入工に配置転換される半熟
練工）が新しい技術の仕事（装置運転工の仕事）から排除されるという見解に達するとともに，以
下の要求重点項目を掲げた。つまり，
　1）全ての労働者に対する雇用と所得の保障
　2）　当該労働者が将来新しい技術における仕事を学ぺるように，既存の職業資格を一層発展さ
せるという目標を持つ連帯的労働投入構想（＝集団労働）の実現
　3）　この連帯的集団労働を支えるための，労働者の技能習熟度に応じた職業教育訓練の実施，
　　　である。
　ここで注目すべき点は，第1に要員水準についてシフトあたり4名の増員要求が提出された点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　り　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　．　　　
であり，第2に全員に装置運転工の水準での集団作業が要求されたことであり，さらに全員に対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
する職業教育訓練が要求されたことであった。ビューマソらによれぽ，これらの要求は全て経営
評議会にとって「はじめて」（zum　ersten　Mal）のことであったという。そのため交渉は「困難を
きわめた」が，経営評議会の科学的に基礎づけられた認識による「説得」によって，要求された
要員水準に関してはシフトあたり13人ではなく，12人に2人のリリーフマン（Ersatzleute）を配
置することになった以外は，全ての要求を実現することに成功した。
　経営評議会はこうした「集団労働」の経験を踏まえて，「連帯的集団労働」の展開に際して重
要となる要件を以下のようにとらえている。それによれぽ，
　1）新しい技術との関連で導入される集団蛍働は，「連帯的労働投入構想」（solidaristisches　Ar・
もeitseinsatzkonzept）として，その意味では半熟練生産労働者に対してもその資格を要する仕事へ
の接近可能性が開かれていなけれぽならない。
　2）　集団労働の展開に際して，体系的な職業訓練措置による専門的資格の高度化のほかに，労
働者が労働の社会的・組織的関連，生産過程における労働者としての自己の立場について，した
がってまた集団全員が満足しうる協働を可能とする能力を形成しうる「社会的学習」（s・ziales
Lernen）が必要である。
　3）　作業時間内に仕事に関連した社会的コミュニケーションが確保されうる集団規模が選択さ
れねぽならない。集団対話のなかで，装置の掩乱，その除去の可能性についての装置運転工のあ
いだの経験交流が必要であり，そのためにはQCサークル活動が利用されるべきである。
　4）使用者サイドの集団労働による「オリンピック級の人間」（olympiareife　Mannschaft）の育
成には強く反対し，「能率強化」を押し進めることに反対しなけれぽならず，また集団内での効
率競争が展開されてもならない。
　5）　集団労働の導入に際して，使用者側は優先的に熟練資格を持ちながらも生産部門で働いて
いる若い熟練工を優先的に動員しようとしているが，集団労働は生産部門の「全ての労働老」の
資格水準を高め均等化させるものでなけれぽならない。集団労働の展開が「より弱い」労働者の
（6D　H．　Buhmann／K．・H．　Mihr，　a・a・0・，　in：S・Roth／H。　Kohl（Hrsg．），　a．a．0．，　S．145，
㈱　H．Buhmann／K・H．　Mihr，　a・aO・，　in：S．　Roth／H．　Koh1（Hrsg．），　a．a．0，，　S．145，
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犠牲の上で展開されてはならない。また職長の負担となってもならない。職長は生産領域の集団
問の「仲介者」としての調整職務に対しても，作業時間内の継続訓練（WeiterbildungMこ対して
も重要な任務が存在している。
　こうして，VWザルツギッター工場での「集団労働」の展開は，労働者利害代表の強力な規制
力と影響力行使のもとで展開されたことが確認されうるように思われる。
　3）QCサークル活動の展開
　さて，すでに指摘したように，西ドイツ自動車産業において新しい技術の導入に伴う作業組織
変革と同時に，その「日本化」戦略の一環としてQCサークル活動がさまざまな名称のもとで1980
年以降本格的に展開されている。それは，企業経営側がQCサークル活動の機能，とくに「生産
フn－一の最適化と能率の向上のために従業員知識を動員し，さらには仲間集団コントロールを通
して従業員の忠誠心を確保するという機能」に注目し，これを企業合理化政策の重要な1手段と
みなしているからに他ならない。U・ユルゲンスらによれば，この点でもっとも進んでいるのは
BMWとフォードである。「フォードの経営陣は，　QCサークルの理念を普及させ，これを成功さ
せるためにかなりの努力を行っている。1981年には大陸フォードの工場で約230のQCサークルが，
イギリス・フォードでもほぼ同数のQCサークルが活動している」し，　VWの・・ノーファー工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲でも120のQCサー一一クルが活動しているという。
　VWでは1979年より「アクション・サークル」（Aktionskreise）等のさまざまな小集団活動が展
開され，「取締役会はその間VWの全ての業務領域でのQCサークル（VWサークル）の促進を決議
　　　（60してきた。」さらセd986年夏には，「VWサークル」について経営協定（Betriebsvereinbarung）が締
結された。この協定では，「VWサークル」の目的として，1）自己の労働の質の改善，2）企業
の競争能力の維持と改善，3）チーム能力と協働の発展と改善，4）［たとえば自己の労働能力の
形成による］仕事満足と動機づけの向上，5）被用者の知識と能力の拡大と利用，6）分業の負の
結果の克服と仕事環境形成にあたっての労働者の関与（Mitwirkung），7）労働条件の改善そして
8）労働保護の改善があげられ，またVWサークル活動の成果は工場労働老に不利益をもたらし
てはならず，とくに解雇に導いてはならないとされた。またVWサークルの成果に基づいて実現
される人事措置（Pers・nelle　MaBnahmen）は経営評議会の同意が必要とされる。　VWサークルに
特徴的なことは「自発的で，公式権限に依拠しない（hierarchiefreie），創造的で，実践志向的な活
動である。原則上，自己の職場に係わるいずれのテーマも協働者によりVWサークルの対象とさ
れ，作業時間内にある解決を見出だす試みに関して議論される。」
　（63）H．Buhmann／K．・H．　Mihr，　a．aρ．，　in：S．　RQth／H．　Koh1（Hrsg．），　a．a．O．，　S．　150f．
　㈹　西ドイツでは，QCサークルの展開は自動車産業にとどまらない。1986年には，西ドイツ最大100社の
　　うちの45社で，さらに西ドイツ全体で1200～1400社でQCサークルが展開されていると言われている。
　　W．Mttller・Jentsch，　aa．O．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jtirgens／T．　Malsch（Hg．），　a・a・0・，　S．271・
　（6S　U．　Jttrgens，　K．　Dohse，　T．　Malsch，　op．　cit．　in：S．　Toliyday，　J．　Ze三tlin，　op．　cit．，　p．276．
　㈹P．Meyer・Dohm，　a．a．0．，　in：P．　Meyer・Dohm，　H．G．　Schtttze（Hg．），　a．a．O．，　S．　190．
　㈹　K．－H．Briam，　a．a．O．，　in：S．　Roth，　H．　Kohl（Hrsg．），　a．a．O．，　S．　166f．
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　さらに「経営協定」により，経営評議会の参加は「不可欠」とされ，保証されている。つまり，
経営評議会は，①VWサークルの活動方法，リーダーの選抜と訓練，段階的導入戦略などの全て
の原則的問題を規制することができ，②サークル活動のテーマ・参加者・実施について情報入手
権を獲得しており，そして③サークル集会へはいっでも経営評議会ないしその指定した代表者が
参加しうることが，「協定」で明記されている。VWの経営評議会は，連帯的集団労働もVWサ
ークルも，「経営評議会の共同決定を弱めることなく，職場の共同決定を強化するという戦略」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69のもとで「補完関係（Erganzungsverhaltnis）セこあるもの」と解している。
　こうしたQCサークル活動の企業内的展開は，労働組合の要求というよりも，国際競争力の確
保を目指す経営側の攻勢のもとで展開されている。西ドイツ自動車産業においても経営評議会の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲これまでのQCサークルに対する否定的・懐疑的態度にもかかわらず，　QCサークルがごく最近
に至って急激に企業内で展開され，普及を示しつつあるというのも，使用者側のQCサークル攻
i勢の強さを示しているものと考えられる。この間の状況については，1986年IGメタル定期大会
において，満場一致で採択されたダルムシュタット支部の提案，rQCサークルに反対する構想」
（Konzept　gegen　Qttalitatszirkel）のなかにも読み取ることもできる（「参考資料」B）参照）。こうし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aDた状況のもとで，IGメタルも「当初の厳格に拒否するという立場を修正しはじめた」といわれる。
しかし，そこでの要求は，「企業家的QC」ではないし，むしろ「企業家的社会技法との攻勢的
対決」こそが求められているのである。また同様に1986年IGメタル定期大会の第10号決議（「参
考資料」参照）も「経営評議会および労働組合の職場委員と並んで制度化されるような『作業集団
リーダー』（Arbeitsgruppensprecher）のような……企業家的社会技法は拒否され」ている。既存の
利害代表とは別個のこのような「機関」の存在を承認することは，既存の利害代表機関を空洞化
させかねない重大な危険を孕んでいるからに他ならない。しかしながら，IGメタルは，以下の
2つの条件のもとでは，QCサークル活動は，「企業家的合理化政策の用具」から解放され，「経
営民主化アプローチ」へと転換されうるものと考えている。その2つの条件とは，①労働組合・
事業所利害代表の既存の構造を弱めるものではなく，労組職場委員と経営組織法で規定されてい
る諸機関の積極的関与によって，QCサークルが特徴づけられる場合，②「労働の人聞化」とテ
ィラーリズム克服の諸措置に関する従業員の利害を促進するのにQCサークルが役立つ場合，であ
る。そしてQCサークルは「この条件が経営協定によって保証される条件のもとでは，『事業所に
おける労働組合の共同決定要求の全般的貫徹に対する事業所レベルでの模範的先取り（V・rgriff）
を表し，職場の共同決定に対する一般的現実化チャンスを改善しうる」ものと理解されているの
（68W．　Milller－Jentsch，　a．a．Q，　in：B．　Dankbaar／U．　Jtirgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．O．，　S．272・
（69）W．Hiller，　Die　Bedeutung　der　GrupPenarbeit　fttr　die　Zukunft　der　Interessenvertretung　der　Arb－
　eitnehmer　bei　Volkswagen，　in：SRoth／H．　Kohl（Hrsg．），　a．a．0．，　S．159．
㈲　U．Jttrgens，　K　Dohse，　T．　Malsch，　op・cit．，　in：S．　Tollyday，　J．　Zeitlin，　oP．　cit・，　P．276．たとえ
　ば，とくにダイムラー・ベンツとオペルの経営評議会には否定的態度が支配的で，これ以上QCサーク
　ル活動を普及させない方針であるという。
㈲W．Mifller・Jentsch，　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U　Jttrgens／T．　Malsch（Hg。），　a．a．0．，　S．271．
㈱w．Hiller，　a．a．O．，　in：s．　Roth／H．　Kohl（Hr39．），　a．a．o．，　s．158．
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　　㈲である。この意味でVWでのQCサークル協定はまさにこうした方向で展開されているものと見
なすことができ，西ドイツでのQCサークルや集団労働の展開は，前節で検討したGM・アスペ
ルソ工場での展開（そこでは「チーム構想」に統合されている）とは大きく異なり，経営協定・労働
協約の枠内で，その意味で労働組合・経営評議会の強い規制のもとに置かれていることを特徴と
していることができるように思われる。
　IGメタルは，1984年に「『労働と技術』行動プログラム」（1986年定期総会で，第10号決議「合理
化と技術変化」として採択）を決定した（「参考資料」B）参照）。この行動プログラムは，合理化の場
ならびに労組行動・要求貫徹のレペルとしての事業所（Betrieb）に注意力を集中し，またはじめ
て労働の形成が労働組合利害代表の「中心的職務」であることが明記されているだけでなく，は
じめて体系的な労働組合の事業所政策も構想された。「技術と労働の形成」に関する労働政策的
行為重点としては，1）テイラーリズムの克服への貢献としての集団労働，2）人間に合わせた技
術形成（技術の開発，選択，投入に関して），3）少数の人の選別ではなく，全員に対する職業能力
　　　　　　　　　　　　㈹の高度化等があげられていた。
　こうして，西ドイツでは一方で自動車産業を中心として，企業経営者は国際競争力の確保・改
善を目指す企業合理化の一環として，「新しい生産構想」・生産システムの「日本化」を押し進め
ているのであるが，これに対してIGメタルや事業所利害代表も，これまで「経営権体制」のも
とで自己の規制力の及ぼなかった「労働力の利用条件」について規制し，影響力を行使すること
（「質的協約政策」の拡大）を目指しており，これを「経営協定」という形式で「合理化保護の領域
拡大」を実現するなかで，企業が押し進めようとしている新しい生産技術・作業組織変革にも応
じているということができるのである。さらに経営側とも「ポスト・ティラーリズム」の方向性
に関しては部分的にしろ利害が一致していると考えられるところから，自己の要求の実現チャン
スも高いと見ているのである。
W　お　わ　り　に
　以上本稿は，とくに1980年代後半に入って再び欧米諸国において大きな関心と議論を集めてき
ている「労働の人間化」の動向を，西ドイツ自動車産業の動向を中心としながら検討してきた。
1970年代における「労働の人間化」の動向は，当時の労働運動の一定の高揚・要求を背景として，
西ドイツ労働運動と協調関係をもつ当時の社会民主党政権の「社会改良政策」にも支持されて，
とくに「社会政策」・「公共政策」の一環として展開されてきた。しかし，そこでの展開は，きわ
めて多くの関心と議論を呼びながらも実践的，具体的な企業内的展開としては，不十分であった
ように思われるのである。
　しかし，最近になってとくに企業競争環境の変化のもとで，「労働の人間化」は新たな局面を
迎えているように思われる。本稿では，これを新しい，とくにマイクロ・エレクトPニクス技術
㈲W．Mttller－Jentsch，　a．aO．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jurgens／T．　Malsch（Hg．），　a．a．0．，　S．272．
㈹W．Mtiller・Jentsch，　a．a．0．，　in：B，　Dankbaar／U．　Jtirgens／T．　Malsch（Hg・），　a・a・0・，　S．274f・
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革新に基づくフレキシブル自動化技術の大規模な企業内展開とさらには「日本の生産性・品質攻
勢」のもとで「危機」に遭遇した自動車企業が国際競争力の確保・改善を目指し展開している生
産システムの「日本化」戦略（＝生産の合理化）によって生じている事態であることを確認してき
た。そこで企業経営者が主眼としている変革構想は，生産ロジスティック戦略の見直し・部品供
給業者の再編成から「ジャスト・イソ・タイム」・「カンバン方式」の実現努力を含む多様なもの
に及んでいるが，しかしその中心には，フォーディズム・テイラーリズムの克服を目指すフレキ
シブル社会・技術生産システムがあるように思われる。しかしながら，確かに西ドイツ自動車企
業も大規模なフレシキブル高度自動化生産技術の開発と導入にきわめて積極的であることは言う
までもないが，こうしたハードな生産技術に関しては，先進工業諸国の自動車産業の間には大き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　な「技術ギャップ」は存在しないともいわれている。そのためむしろ最大限の合理化努力が払わ
れているのは，これまで作業組織の支配的合理化論理を提供してきたティラーリズムの「逆機能」
の克服を目指した「新しい生産構想」（「ポスト・ティラーリズム」構想）（生産社会システムのフレキ
シブル化）にあると考えられるのであり，具体的には「生産チーム」・「集団労働」・「QCサーク
ル」等の労働力展開のフレキシブル化であった。
　こうして，元来テイラーリズム的作業組織を厳しく批判し，その克服を要求してきた西ドイツ
の労働運動は，この「ポスト・テイラーリズム」の動きに自己の要求実現のチャンスを認め，さ
らに70年代以降強めてきた「質的協約政策」への取り組み強化の延長として，労働力の販売条件
だけではなく労働力の利用条件に対する規制力・影響力行使の拡大可能性のチャンスをも認める
のである。
　しかし，反面こうしたチャンスにはきわめて大きな危険・リスクをも当然伴う。
　第1に，こうした「ポスト・テイラーリズム」の動向は，労働者の差Slj的状態をなんら解消しな
いばかりか，一層の差別化の深化・拡充をもたらす恐れがあることである。「ポスト・テイラーリ
ズム」の中核的担い手は，「キャリア志向を有する，若い男性ドイツ人」であり，かれらこそ「合
理化勝利者」であるが，この進展は他の圧倒的多数の「合理化忍従者」や「合理化敗者」の存在
を前提にしているのである。そこで本稿でも確認したように，IGメタルは，目下このフレキシブ
ル自動化技術の導入において生ずる半熟練工の「挿入工化」を防止し，この半熟練工の資格形成
を通してこの層をも含める形で，いわぽ「合理化勝利者」の枠を拡大する方向で，影響力の行使
を強めようとしているのである。これが「連帯的作業組織原理」に基づく「集団労働」というIG
メタルと経営評議会の要求となって展開されているものととらえることができるのである。しか
し，忘れてならない点は，こうした「新しい生産構想」がとくに「日本の衝撃」のなかで国際競
争力を確保し，「生き残り競争」で勝利するための生産合理化措置の一環として展開されている
ことであり，そのため企業としてはそれだけに労働者利害代表との「妥協の幅」は小さくなって
いるのであって，その点からすれぽ，どの程度IGメタルが「合理化勝利者」の範囲を拡大でき
るか問題となるように思われるのである。さらに重要な点は，この合理化がフレキシブル自動化
（7勾MMuster，　a・a・O・，　in：B・Dankbaar／U．　Jttrgens／T．　Malsch（Hg．）ド「a．a．0．，　s．97．
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生産技術の導入とも関連して展開されている点であって，この生産技術の持つ大きな省力化効果
を考えると，この「ポスト・テイラーリズム」の進展は，失業の問題には寄与しないぼかりか，
それを深刻化させ，いわぽ企業外部に労働問題を移転させることにもなりかねないことである。
　第2にこの「新しい生産構想」のもとで，「分権化と集権化」というあたらしい事態が出現し
ている点である。一方で「生産チーム」や「集団労働」の「自己制御」の可能性が労働運動に評
価されている裏側で，他方で新しい情報・通信技術の発展に伴う著しい労働者の行動の企業側の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制御可能性もすでに実現されている。今や職制による直接的支配から情報・通信技術の利用に伴
う労働者の直接「目には見えない」が，これまで以上にリアル・タイムで労働者の給付行動（能
率データ・装置故障・故障修理時間等）を把握し，職制を通して直接にではないにせよ，コンピュー
タ・通信技術を通して問接的に，より的確に中央制御による支配・コソトロールの可能性が生ま
れている。このコンピュータをペースとする包括的情報ネットワークの確立は，さらに企業活動
の国際化・国際分業体制の拡充のもとで，さまざまなデータの国際比較に伴う「生産の移転脅威」
を挺子として労働条件の「下方平準化圧力」をも生み出すという事態が当然予想されるのであっ
て，1992年のrEC市場統合」は，この脅威を現実のものとさせかねず，それはIGメタルの交
　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲渉力を弱体化させることになりかねない。
　第3に，たとえぽ1986年IGメタル定期大会で決議されたrQCサークルに対抗する構想」の
なかで述ぺられているように，QCサークルのもつ「被用者が現場意思決定過程に積極的に関与
できるという要素が，通常職場の仲間の同意を受ける」（「巻末資料」B）参照）という機能が注意さ
れねぽならない。QCサークルが，　IGメタルや経営評議会のこれまでの否定的態度にもかかわら
ず，西ドイツでもごく最近急速に普及してきたという事実は，もちろん企業側のQCサークル普
及にかける強い意思もさることながら，このQCサークルが一定程度とはいえ労働者のあいだに
受け入れられている証左を示していると考えられるのである。こうした事態は，そこで選ぽれる
集団リーダーの存在と合わせ考えると，これまでの職場委員や経営評議会による既存の利害代表
を空洞化させる恐れがあるようにも思われるが，QCサークルの本格的展開が今まさに始まった
ばかりの現段階では，もう少し評価の時間が必要なように思われる。
　しかし，それにしても西ドイツ労使関係はフレキシビリティを軸として大きく展開しているこ
．とが確認されるように思われる。それは本稿でもっぱら検討の対象としてきた労働力展開のフレ
キシビリティにとどまらず，たとえぽ1979年に締結されたVWの「賃金区分のための労働協約」
〈通称rLODI協約」）や1984年の労働時間短縮と絡めて現実のものとされた「労働時間のフレキシ
ビリティ」，1985年の「就業促進法」による「労働力配置のフレキシビリティ」の実現等がこれ
　　㈲である。こうしてさまざまな形で実現されつつある「フレキシビリティ」の展開が，西ドイツの
労使関係に与えるインパクトについてはさらに検討されねばならない課題であるように思われる。
この点でただ1つだけ確認しうるように思われることは，最近の労働組合の活動の「場」が「質
⑯　T．Klebe，　S．　Roth，　a．a．0．，　in：B．　Dankbaar／U．　Jtirgens／T．　Malsch（Hg，），　a．a．O．，　S．　32ff．
㈲　野村正實／ノルペルト・アルトマソ編，前掲書，第7章に詳しい。
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的協約政策」を強化すればするほど，交渉形態の下方移転が生ずるという事実である。というの
も，産業別の労働協約規制は，「枠組み条件」（Rahmenbedingung）ないし「一一mU条項」（General・
klausel）規制にとどまり，その内容上の具体化のためには事業所レベルでの交渉・協定が不可欠
　　　　　　　　㈱であるからである。事実，1984年のIGメタルの「r労働と技術』行動プログラム」で，「事業所」
（Betrieb）重視の方向が打ち出されたのも，こうした点と無関係ではないと思われる。こうした
事態は，やはり従来の「既存の」労使関係の枠組みを掘り崩す可能性を秘めているのであって，
この点では，たとえぽイギリスやアメリカの自動車産業のように企業側の強圧的な一方的「譲歩
交渉」戦略による既存の労使関係の強制的転換ではなく，その意味で明確な形で顕在化している
わけでないとはいえ，やはり西ドイツの自動車産業でも労使関係の構造的転換がさきの西ドイツ
労使関係をめぐるフレキシブル化の動向とともに「静かに深く」進行しているといえるようにも
思われるのである。
　　　　　　　　　［参考贅料］
職場の共同決定と集団労働についての労働組合決議
A）ワークショップ（Arbeitskreisen）の設置
　経営評議会ないし職員評議会はワークショップを設置し，そこにおいて労働老は，労組職場委員，経営
評議会・職員評議会および専門家と協力して労働条件と作業組織の形成に関して自己の利害に基づく提案
を展開し，貫徹しうる。　　　　　　　　　　　　　　　’
＊ワークショップの任務は，事業所の社会的・技術的・経済的問題，とくに投資計画と製品計画を扱い，
それに関する形成・解決提案を提出することであろう。
＊ワークショップの規模と構成は，経営評議会ないし職員評議会によって（場合によっては労組職場委員
の提案に基づき）決定される。ワークショップの勧告については，事業所内外の専門家が利用されうる。
ワークショップの会合は作業時間内に行われる。
＊ワークショップの提案は，職場委員および経営評議会ないし職員評議会に提出されねばならない。経営
評議会ないし職員評議会は，この提案を事業所意思決定過程のなかに持ち込むかどうかを決定する。この
提案を使用者が拒否する場合には，経営評議会ないし職員評議会にその理由を提示しなければならない。
＊経営評議会ないし職員評議会は，合意された提案の実施検証をそれぞれ当該のワークショップに委ねる
ことができる。
［1984年・DGBの「職場の共同決定に関する構想」からの抜粋］
B）1986年・IGメタル定期大会決義
　第5決議：職場の共同決定
　これに関連して・IGメタルは・職場の共同決定の拡充に対しても支持する。
　労働条件と作業組織の社会的形成をめぐる対決に際して事業所内の社会的・組織的・技術的・経済的変
更に対する解決提案の展開にあたって当該被用者のより強力な包含ならびに個別労働者と経営評議会との
情報フローの拡充が必要とされる。労働におけるより大きな形成・処理余地は，相互に噛み合った共同決
定政策と人間化政策の構成要素をなす。
　そのような権利の知覚は・個別労働老にとって労組職場委員，経営評議会そしてIGメタルとの協力の
｛79W・Muller－J・nt・ch・・…O・・三・・B・D・nkbaar／U．　Ju・g…／T　M、1・ch（Hg．），、．。．0，，　S．276f．
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なかでのみ可能である。それゆえ個人の権利の拡充は，経営・職員評議会の共同決定権の弱体化の口実
（Alibi）とされてはならない。経営・職員評議会め共同決定権の拡充は，個人の権利の保護と強化のため
に不可欠である。見せ掛けの関与（Mitwirkung）を認めるにすぎないような企業家的社会技法は，経営
評議会および労組職場委員と並んで制度化されることになるような，いわゆる「作業集団リーダー」
（Arb三etsgruppensprecher）と同様に拒否される。
第10決議：合理化と技術変化
a）　テイラーリズムの克服に寄与するものとしての集団労働
　集団労働は，テイラー主義的労働形態を克服するのに重要な寄与を行うことが判明してきた。それゆえ
労働と技術の上位の形成原理としてその実現が目指されるぺきである。それは，労働者領域，職員領域に
対して同様に妥当する。
第12決議：協約政策
　労働協約における能率基準値（Leistungsvorgabe）の間接形態を排除すること。
　集団における労働は，（生産技術の新たな可能性に基づいても）ますます重要になってきている。それ
ゆえ労働協約による規制を通してあらゆる種類の集団労働に対する全ての条件について共同決定が保証さ
れねばならない。集団規模と要員，人員選抜，資格構造と賃金等級格付けならびに当該労働老の参加の問
題能率給の形態そして継続訓練のために利用できる作業時間が規制の対象とされるぺきである。
（動議から）
QCサークルに対抗する構想（Konzept　gegen　Qualittitzirkel）
　QCサークル，チーム構想，作業グループなどの導入がますます広範に普及している。
　このサークルは新しい技術の普及と並行して強力に広められようとしている。
　この世界的浸透（日本・アメリカ・ヨーロッパ）は，ドイツ連邦共和国についてもあてはまるのであっ
て，自動車・金属産業ならびに他の産業においてこのQCサークルは導入されている。
　QCサークルは，現在たとえば合理化・能率強化・従業員の経営目標との一体化といった資本志向的目
標が追求される経営手段である。
　それは，われわれの目標ではありえない。
　こうした発展は最近事業所内でますます広く普及してきているがゆえに，IGメタルにとって，このよう
な経営側の攻勢に防衛的にただ拒否するという態度では十分ではない。
　このことは，この用具のなかに潜む，被用者が現場意思決定過程に積極的に関与できるという要素が通
常職場の仲間の支持を受けるという理由から要請されるのではない。
　このことにはわれわれも配慮せねばならず，代替的な目標表象を展開せねばならない。
　われわれは，労働過程の形成を一面的に企業に委ねることはできない。
　それどころか，形成余地が存在しており，利害代表の影響力の積極的な行使を通してこの形成余地を活
用すれば，このQCサークルのなかに労働老利害と職場の共同決定を一層強力に顧慮するチャンスも生ま
れうる。
　この目標視点をもつ意味ある行為構想は，実質的な影響力と形成である。
　それゆえ労組組織は，こうした経営側の攻勢に自己の攻撃的な構想で対抗しなければならない。
　これと関連して参照されねぽならないのは，これまでのIGメタルの見解だけではない。　IGメタルの
｛‘`utomobilpapier”（1984年）の以下の見解も参照さるべきである。
　つまり，「将来われわれは，生産過程における一層の分権化を前面に置いた構想を志向せねばならない。
それに相応して，生産構造の改善および製品に一定の自立性をもって労働する集団がもっと形成されねば
ならない。過去の過度の分業から離れて，可能なかぎり多くの自律性，資格そして創造性を可能にする生
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産構造へと進む現実的な歩みが問題である。可能なかぎり全体的で，自己責任を有する製品加工・生産方
法が，目標でありうる。」
　総体的に問題となっているのは，QCサークルという個別テーマなのではなく，労働の将来そして将来
の労働関係が問題となっているのである。
　大会は，それゆえIGメタル役員会（Vorstand）に，可及的すみやかに調整された1つの構想を呈示す
るように要請する。
　この構想は，上述されてきた目標が事業所内で具体化されうるだけでなく，それによって経営側の一面
的でマイナスの目標の実現を妨げ，労働組合の目標が実現されうるように，定式化されねぽならない。
C）　ヨーロッパ自動車産業における労働の将来に関するヨーロッパ金属労連（EMB）※の指導原理
指導原理　1：フォーディズムとティラーリズムは克服されなければならない。
　ヨーロッパ自動車産業における作業組織的構造は，1970年代後半までフォーディズムとティラーリズム
によって特微づけられていた。この高度に分業的で硬直的な生産形態は，労働組合によって絶えず批判さ
れてきた。
＊この生産形態は，就業構造を大規模に変えてきた。大多数の労働者にとっては単純で資格要件の低い仕
事の職場しか残されておらず，少数のもののみがより高度な資格要件を有する仕事を与えられた。
＊この生産形態は，労働条件を悪化させてきた。極端な分業による断片的で，内容・意味に乏しい労働，
思考と実施行為の分離，作業・職業体験の無価値化，権限と知識の取り上げは，この戦略の典型的な表れ
である。多くの人々の資格と啓発可能性は，利用されていない。
＊この生産形態は，事業所，企業階層制の基礎を形成する。とくに自動車工場と事業所の労働者利害に基
づく形成はあまり配慮されていない。意思決定・賃金・俸給構造は階層的に形成されている。
指導原理　2：分権的構造が普及しつつある。
　最近こうした高度に分業的な構造は，解消されつつある。ますます分権的な構造が普及しつつある。こ
の展開の作業組織的中核は，集団労働である。集団がさまざまな現象形態（たとえぽ部分自律的作業集団
（teilaut6nome　Fertigungsinsel），　QCサークル）となって登場している。
　ヨーロッパ自動車産業における集団労働への方向転回にとって，本質的に以下の2つの影響が存在して
いる。
①日本の影響：QCサークルは，日本の経営者によって1950年代初頭から実施されてきた集団形態であ
る。それは，ヨーロッパの自動車会社の経営者によってとくに1980年代に入ってますます受け入れられて
きた。この組織形態は，新しい技術とは無関係にグローバルに普及してきている。
②新しい技術の影響：新しい技術は，きわめて高いフレキシビリティを可能としている。実践的にはこ
の技術は，いずれの生産システムとも，いずれの作業組織とも適応しうる。つまり，フォーディズム・テ
ィラーリズムとも，あるいは生産システムと作業組織のより強力な分権化とも。かくして新しい技術こそ，
分権的な構造を実現しうる本質的な技術的前提条件である。
指導原理　3：なお経営者は攻勢的である。
　これまでのところ経営者は，本質的にこうした構造を押し進めようとしてきている。その決定的な理由
はもっぱら経済的理由である。技術，市場，環境全体の要件はきわめて複雑となってきており，そのため
硬直的形態はますます非経済的になってきているのである。これに対して，分権的構造はますます経済的
に優れた生産形態であることが明らかとなってきている。
　集団労働は，
一市場へのより良いサービス（多種多様な製品・高い品質）を可能にし，
一技術の習熟（処理的機能の引き受け，装置故障の除去）を容易にし，
一全ての労働者の創造的能力を発揮させる（経営者は，労働者の「肩から下を利用するだけでなく，その
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頭も取り込む」ことを望んでいる）。
　分権的構造，より多くの集団労働は生産性と収益を意味している。経営者がこの発展を押し進めている
のは，そのためである。
指導原理　4：この発展には危険が潜んでいる。
　コントロールを受けない経営者の措置は，労働者ならびに労働組合にとってきわめて危険である。
一質的危険：
　経営者が新しい構造を事業所内ではっきり打ち出そうとするかぎりで，これは傾向的にこれまで事業所
内で展開されてきた労働組合構造（職場委員制度と経営評議会制度）を脅かす。経営者は，自分達が労働
者と経営管理者との直接的関係を望んでいることを指摘している。経営者は，労働組合には新しい役割を
あてがいたがっている。彼等が労働組合を弱めることに成功するならぽ，労働者の利害はもはや効率的に
代表されなくなるであろう。
一量的危険：
　この方向が最初に追加的生産性を意味し，つぎにグローバルに展開されるならば，世界的規模での生産
性競争が加速される危険が存在している。それが市場の飽和に伴って現れるならば，どれぐらい多くの労
働者が世界中で犠牲になるか予測されうる。コントロールを受けない経営者の措置は，全ての労働者の付
加的雇用危機を意味している。
指導原理　5：しかしこの発展はまたチャンスも切り開く。
　フォーデ．ズムとテイラーリズムはつねに労働組合の激しい非難にあってきた。分権的構造は，これに
対して長年の労働組合の中心的要求を実現させる可能性を提供している。
1）形成攻勢：
　労働老の頭脳の発揮がますます要請されるとすれば，これまで埋没させられていた労働者の創造的・革
新的能力が再び全生産過程に一層取り入れられることになる。
その際，制度的に問題になるのは，工場・事務所の形成である。
実質的問題とは，作業組織，生産方法，製品へのより強力な影響力の行使である。
それは，労働老の形成的影響力の高度化を目指している。
それとともに職員労働とのインターフェイスも切り開かれる。
2）資格攻勢：
　EMBは，選抜的訓練（一部の人のみの職業訓練）を拒否する。われわれは，それどころかいずれの熟
練工・職員に対しても，不熟練・半熟練工に対しても，男子と同様に婦人に対しても，全ての人々に対す
る職業訓練を要求する。
　これは，何よりもまず伝統的な継続訓練の方に導くことではない。そのためには訓練施設も動機づけも
欠いている。それゆえに集団労働が大規模な職業能力発展過程の放棄し得ない基礎なのである。「職場内
訓練」（Training　on　the　job）が全ての人に開かれていなけれぽならない。
　それに伴って経営権限が拡張されるだけではない。それに伴って社会的参加（Engagement）（より人間
的な社会構造にとっての基本要素）も啓発されるのである。
3）雇用保障：
　自ら形成し，職業能力を高めることは，そのために多くの時間が投資されねばならない複雑な事象であ
る。この双方の活動分野に作業時間が多く使われれぽ使われるほど，合理化の従業員への脅威は減らされ
ることとなる。
　雇用は保障されねぽならない。
　これまで以上に，ヨーロッパ自動車産業の中期的競争能力維持は，職業能力の高い，創造的で行動主権
を有する労働者と職員によってのみ保証されるといえる。
　形成・職業能力の向上・雇用保証は，この構想においては統合された，相互に支持的な目標である。
指導原理　6：生産性は社会的にコントロールされなければならない。
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　分権的な発展方向は，今日の条件のもとでは経済的に優れているがゆえに，労働組合がこの方向をただ
防衛的に拒否することは，答えとはならない。その場合には，経営者は単独でこの方向に進むことになる
であろう。こうした方向の危険がコントロールされうるのは，労働組合がそのなかにあるチャンスを決定
的に利用する場合だけである。
　長い間存在してきた労働組合の戦略目標である「生産性の社会的コントロール」は，今や具体化されね
ばならない。生産性のさまざまな次元はバランスが保たれねばならない。生産性は今後は完全に労働者の
利益となるものでなければならない一形成と職業能力啓発に対する作業時間の投資によって，将来の，
長期の生産性の基礎が築かれねばならない。
　「生産性の社会的コントP一ル」は，他の2つの労働組合の戦略一国家の完全雇用政策と労働時間短
縮政策一と並存するものである。
EMBは労働における解放（Befreiung）も目指している。」
※　EMBの正式名称は，　Europaischer　Metallgewerkschaftsbund　Gemeinschaftである（一引用者注）。
｛出所：S・Roth／H．　Kohl，　Perspektive：GrupPenarbeit，　bund，1988，　SS．368－375の全訳である。］
